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○塩野座長 それでは、第 24 回独占禁止法基本問題懇談会を開催させていた

だきます。本日は、その他の論点について御議論をいただければと思っており

ます。 

 そこで、事務局から資料を用意しておりますので、説明をお願いいたします。 

○東出参事官 それでは、資料１でございます。前回、御説明した資料と同じ

内容になっておりますので、簡単にかいつまんで御説明させていただきます。 

 まず、その他の論点ということで、最初に大きな論点といたしまして「独占

禁止法において消費者政策はどのように位置づけられるか」ということを挙げ

ております。課徴金として徴収された金銭を損害賠償や不当利得の返還に生か

せるようにするとか、不当利得のはき出しの問題ですとか、消費者の解約でき

る権利の問題などが論点として挙がっております。 

 ２つ目の大きな論点はその他の違反抑止制度ということで、まず民事訴訟の

問題がございます。差止請求の対象行為、「著しい損害」という要件の問題、団

体訴権の問題、文書提出命令の問題などが論点となろうかと思っております。 

 ２ページ目にまいりまして、その他の違反抑止制度ということで法人の代表

者に対する制裁というものが２つ目の問題意識になっております。取締役等の

欠格事由にするかどうか。それから、いわゆる三罰規定の強化というようなと

ころが問題意識でございます。 

 ３つ目の大きな論点が公正取引委員会が行う警告・公表の問題、３ページ目

にまいりまして４つ目といたしまして公共調達における構造的な問題、それか

ら細かいことは挙げておりませんけれども、その他と項目にも掲げてございま

す。 

 資料２から資料６につきましても、前回御説明した資料と同じでございます。 

 資料２は、差止請求の関係で対象行為と「著しい損害」の要件というものが

どうしてこういうことになっているかを国会答弁から拾ったものです。 

 資料３は、団体訴権の考え方について国民生活審議会の報告書の抜粋でござ

います。 

 資料４は、文書命令の特則というものがどうなっているかということで、特

許法等の特則の概要を示した資料でございます。 

 資料５は、公正取引委員会の警告・公表の扱いについて、日米構造問題協議

最終報告書に記載がありましたので、その抜粋です。 

 資料６は、いわゆる官製談合防止法の改正内容と大まかな流れを図解したも

のでございます。 

 資料７の方は公正取引委員会の方からの提出資料でございます。後ほど説明

があろうかと思います。 

 そのほかに２つ資料がございますけれども、Ⅰと振ってありまして「違反抑
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止のための行政上の金銭的不利益処分と刑事罰の併科、違反金の算定方法につ

いて」というタイトルが付してある資料は、前回座長の方から御指示がありま

した今後の議論をしていくための資料として用意しようと考えているもののサ

ンプルでございます。最後にもう一つ、「金融審議会公認会計士制度部会報告」

云々というタイトルが付してございます資料がございます。これは増井委員か

御提出のありました資料で、公認会計士制度部会の報告書の中で監査法人に対

する刑事責任の在り方の関係部分の抜粋と、その関係の議事録の関係部分の抜

粋でございます。資料は以上でございます。 

○塩野座長 資料は整っておりますでしょうか。御確認いただければと思いま

すが、よろしゅうございますか。 

 それでは、この資料に沿いながら議論をさせていただきたいと思います。 

 まずその他の論点の第１でございますが、「独占禁止法において消費者政策は

どのように位置づけられるか」ということでございます。今日は佐野委員は御

欠席でございますけれども、独占禁止法と消費者保護法との体系的な問題ある

いは理念的な問題について等々は前回かなり佐野委員から御発言がございまし

たし、他方、別な角度からの御議論も賜ったところでございます。今日はもう

少し具体的な議論あるいは御提案がございますので、その理念的な点ももちろ

ん背後に置きながら、あるいはそれを正面に立ててくださっても結構でござい

ますけれども、こういった御提案があったという点についてどういうふうに考

えていくかということでございまして、どうぞ忌憚のない御意見をいつものと

おり伺わせていただきたいと思います。どなたからでも結構でございます。 

 では、浜田委員どうぞ。 

○浜田委員 違反の抑止と被害者の救済を図るために、課徴金として徴収され

た金銭を何らかの形で被害者救済の方にも活かし得る仕組みを考えるべきだと

いうことは、かねてから申しておりましたけれども、その点をこの際、もう一

度御検討いただけるとありがたいと思います。 

 違反を抑止するためには、多様な方法を設けておくことのがよいというのが、

この懇談会における議論の大方のコンセンサスになっていたかと思います。被

害者の救済を図ることによって、違反行為の抑止につなげていくのも、そのた

めの一つの方法となりうるのではないでしょうか。 

 第 1 点目として、少なくとも最低限お考えいただきたいと思いますのは、も

しも被害者の民事救済と課徴金の徴収とがバッティングといいますか、事業者

の資金難によって両立しない事態が生じた場合に、被害者の民事救済の方が優

先するということをはっきりさせておくことです。これは単に有意義というに

とどまらず、必要不可欠なことなのではないかと思います。一つには、倒産時

などの処理における優先順位を明らかにする必要があるでしょう。また一つに
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は、被害者の民事救済の方が課徴金の支払いの後になってしまったが、事業者

にはもう資金がなくて民事上の請求が実現しないというような場合に、課徴金

として既に徴収しているものがあればそのファンドの中から補填してもらえる

というような仕組みを一般的に考えることができるのではないでしょうか。 

 第２点目として、もう一段踏み込むことも考えられると思います。例えば課

徴金を命じる時点で、被害者の民事救済については、既に事業者が損害賠償な

り違約金の支払いなり不当利得の返還なりを済ませている。そういう意味で、

不当利得は事業者の手元に残っていない状況に既になっていることが認定され

得る場合においては、賠償等をした全額というわけではないのですけれども、

そのうちの適正と認められる金額は差し引いた形で課徴金を命じ得るものとす

る。このような制度をつくっておきますと、事業者は課徴金を命じられる前に、

自発的に何らかの形で賠償等を済ませようとするでしょうから、迅速な民事救

済へのインセンティブにもつながるのではないかと思います。もともと課徴金

は不当利得を剥奪するということが少なくとも一つの目的であったわけですし、

二重に剥奪しようということでは必ずしもないと思いますので、その程度の調

整措置は、この際実現させてもいいのではないかと思っております。 

○塩野座長 こういった点はずっと議論をされてきて、しかしいろいろな事情

で実現されていないというところだと思います。その辺のことでいろいろ議論

もあったと思いますが、ほかの方から何かございますか。 

 では、増井委員どうぞ。 

○増井委員 私は課徴金以外のサンクション、特に損害賠償請求や不当利得返

還請求がそれなりの意義を有したり、あるいは機能を果たしていること自体は

認めます。 

 ただ、この懇談会のテーマである、独占禁止法の改正において占める位置は

そう大きくないのではないか。この懇談会に措いては、損害賠償請求や不当利

得返還請求について、補助的、付随的に拡充措置を講じ、その機能を充実させ

るというのが限度であって、それ以上に独占禁止法違反の行為の抑止力の中心

に据えるということはなかなかできないし、排除措置命令や課徴金納付命令に

代わることはできないと思います。 

 それはなぜかといいますと、損害賠償や不当利得返還等の金銭請求は、いわ

ば私人、あるいはシール談合事件における国のように、私人とか私人と同視す

べき者が自分の損害や損失を填補するために請求するものですが、このような

請求は、原告となろうとする者が、その訴訟を遂行する意思があるか、能力が

あるか、あるいは証拠を出せるか、といったことを考えて、そもそも原告にな

るのかどうかということを決める。原告になったとしても、どういう類型の請

求をするのか、あるいはまたどれだけの請求をするのかということを決める訳
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です。その執行の点も同じです。 

 そういうことを考えると、そこには偶然的な要素というものが強い。したが

って、こういう違法行為をした企業に対して均等なサンクションとはならず、

偶然性によって左右されてしまう。そうすると、やはり、国としては、独占禁

止法において十分な抑止力のある制度を構築することが中心テーマであり、大

きな筋であって、偶然的な私人の請求に任せるか、あるいはそれとの調整を考

えるということには問題があるのではないか、と思います。 

○塩野座長 私が伺っているところでは、浜田委員も全面的に私人がまず出て、

それで国が補充ということではなくて、国が出ていった場合に、しかしその私

人の側からの損害賠償請求あるいは不当利得返還請求というようなものが出て

きた場合、全体のスキームから見てここは全く違うものだというふうに割り切

らないで考えた方がいいという御趣旨に承りました。 

 浜田委員のおっしゃることの具体的なスキームというのはなかなか難しいと

ころがありますが、時間の制約があるにせよ、一つの論点だとは思います。た

だ、基本的な大きな考え方としては増井委員のような、とにかくこちらはこち

らで重点を置いて検討をしていって、またしかし今の浜田委員のお考えのよう

な点があり、いいスキームが考えられるかどうかという点については、また議

論を重ねる機会があろうかと思います。ほかにどうぞ。 

 では、村田委員どうぞ。 

○村田委員 前回、不公正な取引方法の検討の中でも、消費者政策の重要性に

関して活発な議論がなされました。特に欺瞞的顧客誘引や詐欺的商法の横行を

改善していかなければならない必要性につきましては私も同感でして、前回の

最後に、景品表示法について少し言及させていただきましたが、その後、更に

調べてみた結果、今問題になっているような実態に関するかなりの部分は、景

品表示法で対応が可能なのではないかと考えております。２００３年の景品表

示法の改正のときに４条２項の条文が新設されておりまして、４条１項１号で

定められた品質、規格その他の内容、いわゆる効能・効果に関する優良誤認と

しての不当顧客誘引の表示につきましては、いわば挙証責任を転換させて、事

業者側にその表示の裏付けとなる合理的な証拠を示す資料の提出を求めること

ができ、企業側が提出しないときには違反とみなすという形での条文が導入さ

れています。しかし、その対象になる表示が今も言いましたように１号だけ、

効能・効果にしか現在は及んでいないということでして、４条１項２号の価格

その他の取引条件、及び３号のその他消費者に誤認される不当顧客誘引行為ま

で、この４条２項の適用を広げれば、更に迅速な違反事件の処理が可能になる

と考えます。企業側も、実際に自社の広告内容が真正なデータに基づくもので

あれば、すぐに立証のためのデータ提出はできるわけですから、企業にとって
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も多大な負担にならずに実質的な取締強化につなげることができるのではない

かと考えております。 

 また、景品表示法の仕組みとしては、迅速な事件処理のために、公正取引委

員会だけではなく、７条で都道府県知事の取締りもできることになっておりま

すが、現在の各都道府県の取締状況としては、すべての都道府県で必ずしも熱

心な取締りが行われているわけでもないという話も聞きますので、都道府県レ

ベルでの摘発を更に活発化できるようにするなど、実質的にこの不当顧客誘引

行為の迅速な摘発が実効ある形を目指せばよいのであって、短絡的に独占禁止

法の不公正取引への罰則や課徴金導入というものを即座に考える必要はないの

ではないか、それ以前にやるべき的確な方法が、景品表示法のレベルで十分あ

ると考えますので、意見として申し上げます。 

○塩野座長 場所としては前回の議論の不公正な取引方法についてなお補足

的な御意見の開陳というふうに承り、そういうふうに整理させていただきます。 

 ただ、景品表示法でやるか、どこでやるかというのは、これまたいつもお話

をしていますようにやや法制的なことがございますので、ここではそういうも

のを我々として救済の対象とするかどうかということで、その場合にもちろん

違反金の方でいくのか、それとも景品表示法というスキームが既にあるので、

そこでやるかということはまた検討させていただきます。どうもありがとうご

ざいました。 

 では、角田委員どうぞ。 

○角田委員 前回村田委員から優越的地位の濫用に関して、なぜ対消費者取引

の中で非常にウェートが高いとしているのかについて質問がありました。佐野

委員が４項目の中に入れておられて、私もそれを入れて意見を申し上げました。

それに関しまして、佐野委員がどういう趣旨で入れたのかについては確認する

ことができなかったのですけれども、私としてなぜ優越的地位の濫用を入れて

いるのかということについての説明をさせていただけたらと思います。 

優越的地位の濫用に関しては公正取引委員会の運用であるとか、一般指定の

書き方としては、下請業者等の業者間の取引だけを想定したものとされており

ますけれども、個別の取引における消費者の利益保護のための規定であるとい

う考え方も取れる。文言上は消費者の取引を排除していないということもあり

ます。個別の取引に適用される可能性もありまして、取引における優劣の当事

者の保護を目的としているという考え方をすれば、消費者も含めてそういった

当事者のための違反行為の効力を否定するというような考え方まで結び付ける

という考え方もできるのではないか。 

ここで考え方を転換させて、消費者保護的な消費者政策というような考え方

から優越的地位の濫用などを活用するような方向ことに持っていき、の運用で
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やっていけるということもあり得るのではないか。更にそれに罰則であるとか、

行政制裁金というような何らかの制裁をかけるかどうかということについては、

できればかけられればいいと思うのですが、かけられないとしても、公正取引

委員会の運用で踏み込んでいける余地というのも十分あるのではないかという

ことを申し上げておきたいと思います。 

○塩野座長 前回、前々回のテーマについて言いたいことが出てきてしまった

ということはいろいろあると思うんですけれども、先に進みませんので、自分

としてはまだこういう点を議論の材料にしてほしいという点、あるいは意見を

こういうふうに補足したいという点があれば、それはメモとしてお出しいただ

けば適切に処理をしたいと思っております。 

○金子座長代理 ２つ目の丸のところは、消費者の解約できる権利となってい

るのですが、ドイツの場合には違反行為を無効とする、私的な契約を無効とす

るという制度もありますので、解約する権利というふうにするのか、そもそも

独占禁止法違反行為に当たる契約を無効とするのかという方法もあり得るとい

うことを指摘しておきたいと思います。 

 それから、１つ目の丸の課徴金の使い方の問題ですけれども、前にちょっと

お話をしたかと思うんですが、アメリカのサーベインズ=オクスリー法、あそこ

のところでＰＣＯＢが課徴金を取ることができるんですが、その課徴金を大学

における公認会計士を生み出すための講座に使える、あるいは奨学金に使える

制度があるということで、課徴金を一定の目的のために使用する例があるとい

うことを御紹介しておきます。 

○塩野座長 いろいろな考え方はあるんですけれども、私がむしろこの場でお

伺いしておいた方がいいと思いますのは、こういうアイデアは前からあるわけ

です。それで、私も前から独占禁止法あるいは商法の先生方とお話をしている

ときに、まず被害者、消費者に返すべきなので、国庫に入れるのは本来あって

はならない話であるというくらいのことも伺い、特に商法の先生はそういう御

意見が多かったと思います。 

 ただ、実際上、なかなかそういう形で消費者に還元するスキームができない、

あるいは解約が日本ではまだ認められていないわけです。その辺について学者

のサイド、根岸委員をいつも責任者のようにして申し訳ないんですけれども、

あるいは局長の方から、こういう理由で日本ではまだ実現していないんだとい

うことを御説明いただいた方が、今後の議論の参考になるかと思います。 

○根岸委員 大したことをお話できる用意がありませんけれども、１つは資料

１に丸が２つありますが、ここで被害者の救済というふうに言っている。被害

者というのは消費者に限らないわけで、事業者も被害者となり得るわけです。

そうすると、この部分が事業者でこの部分が消費者と区分することは非常に難
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しいことになる。 

 したがって、私も前回お話をしましたように、まだ景品表示法の話をしては

いけないかもしれませんが、景品表示法は消費者に焦点が合っているのでそれ

なりの方法があるかもしれないけれども、独占禁止法は確かに最終的には消費

者の利益ではあるんですが、しかし、法的に考えると直接的な被害者が事業者

であることが非常に多いわけです。そうすると、ここで考えられているような

ものを独占禁止法全体に言えるかというと、ちょっと難があるのではないかと

考えます。 

 それから、塩野先生のおっしゃったように、多分昭和 52 年に課徴金が入った

当時から、国が被害者でないものを何故国が取ってしまのだということはずっ

と言われてきたわけです。しかし、ではそれを具体的に多分事業者でなくて消

費者にということになるのだろうと思うのですけれども、しかし、今お話をし

ましたように必ずしも直接の被害者は消費者とは限らない。事業者であること

も非常に多いということになると、それを消費者の何かの基金に使うというこ

とがうまく仕組めるかどうかという問題があると思います。 

 それから、日本でこのような制度は全くないというわけではなく、何か似た

ような制度があったような気がしますけれども、非常にそれは例外的であって、

これを具体的に仕組むというのは、アイデアはよくわかりますけれども、ちょ

っと私には妙案がないということで、そのような仕組みは確かに考えられるが、

今のような理由で今のところは消極的というか、もし賛成いたしますと具体的

な中身について考えなければいけない。それを考えることは非常に難しいと思

っています。 

○塩野座長 考えてくださいというくらいは言ってもいいと思いますけれど

も。 

○根岸委員 もちろん考えていただくのはありがたいです。 

○塩野座長 宇賀委員、放置車両違反金の使途については何か話は出ませんで

したか。 

○宇賀委員 放置違反金について、交通安全のために使うべきではという意見

は、違法駐車問題懇談会委員の一部から出されましたが、放置違反金は、都道

府県の収入になり、自治体の一般財源の拡充を求める自治体の声を考慮して、

最終的には、使途を特定しないことになりました。しかし、反則金については、

国が当分の間、交通安全対策特別交付金として自治体に交付することになって

います。 

○塩野座長 それは、制度的に仕組んでいるわけですね。あの場合は割合相手

といいますか、道路に迷惑をかけたので道路に使うということで何とか理屈は

つくと思うんですけれども、こちらの場合にどういうスキームでやるかという
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ことがなかなか難しいというのでずっと後々にしてきたのですが、局長、何か

付け加えることはありますか。 

○松山局長 特にないんですが、もちろん国庫ではなくて消費者あるいは被害

者に金銭的なものを提供するという形が構築できないかということだと思うん

ですが、昭和 52 年に課徴金が導入されたときもカルテルのやり得が残ってしま

う。その違反を抑止するためにやり得の状態をどう防止するんだということで

導入されたわけで、一方でもちろん損害賠償の制度は残っていて、それとは別

の体系として入れなければいけないということだったと思います。 

 実際にシール談合の事件などでは、社会保険庁の方の不当利得返還請求みた

いなものと課徴金というのは並立し得るというのが最高裁で確定しているわけ

ですから、それを別体系でそれぞれそんたくさせることにも意味があったので

はないかという感じがします。 

 独占禁止法の体系の中でも下請法に関しては不当値引きですとか、そういっ

たものの場合に金銭を返させるというようなことは勧告とか、これは行政指導

でございますけれども、やっている例がございますので、全く構築できないこ

とはないとは思うんですが、下請法は御案内のとおり昭和 31 年の独占禁止法の

特別法として制定された段階で、下請企業の保護ということがはっきり法律の

目的にも入っておりましたので、独占禁止法体系は個別の被害者救済とか、そ

のための保護法ではないという公法的な色彩が強いと思いますので、やはり下

請法のような特別の規定をなかなか導入するのは難しいということだったので

はないかと思っております。 

○塩野座長 それはわかりましたが、余り体系の話はしないでください。体系

の話をしても、国民がここをどうにかしてくれと言っているとき、ここは体系

に入りませんからというのは答えにならないんですね。もっと中身で答えてい

ただきたいと思います。 

 ただ、それを制度的に仕組むときにはなかなかそれは難しいという話は、い

ろいろありますけれども、今の段階ではそこに余りこだわらないでいただきた

いと思います。我々の基本的な使命は何かというと、もちろん増井委員が先ほ

どから言われておりますように独占禁止法の下でまず物事を考えましょうとい

うことですので、そこは押さえておきたいと思いますけれども、こういういろ

いろな問題が出てきているときに体系ということでどんどんはねるということ

はしないようにしていただきたいと思います。 

 解約の方は民法の方から言うと大問題ですね。 

○金子座長代理 そうですね。でも、最近は公序良俗の公序という形で独占禁

止法が基本的な経済秩序に関わるということで、公序という形でとらえて重要

な違反行為について無効とするというような考え方が民法の中で強くなってい
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ると思います。 

○塩野座長 ですから、それは民法の世界で割り切るところですけれども、そ

こに上乗せするわけですね。要するに独占禁止法違反、それが「公序」という

キーワードを使わずに解約権を新たに創設するということになりますと、結構

民法の基本的な問題にもつながってくるようですが、ここは既に議論がされた

ことはありますか。 

○金子座長代理 余りされていないのではないでしょうか。 

 ただ、今までに独占禁止法違反行為が無効だという争いは行われていて、ど

ういうものは無効になり、どういうものはならないかというようなことは幾つ

か出されております。 

○塩野座長 それはもう決まっている話ですので、ここではそれに至らないま

でも解約権を認めるべきだという御主張だと思います。 

 この点は、公正取引委員会の方では今まで議論したことはありますか。 

○松山局長 もちろん個別の民事訴訟や何かで無効になっているというよう

な例等はあると思うんですが、消費者問題のいろいろな研究会とかでも余り具

体的にこの問題だけについての検討の成果というのは多分出ていないと思いま

す。 

○塩野座長 御主張としてはそういうこともあり得ると思いますけれども、こ

の懇談会で直ちにそこまで詰め切れるかどうか、そこは議論させていただきた

いと思います。 

 時間の関係もございますし、大体の御意見は承ったと思いますので、その他

の違反抑止制度につきまして、まず民事訴訟はどうあるべきかということで、

差止請求と団体訴訟の問題が出ております。 

 団体訴訟につきましては既にここでも何度か出ておりますけれども、消費者

契約法の方でもう既にスタートいたしまして、これはいつか公正取引委員会の

方からも御説明を伺ったかとも思いますが、事務局なりに準備を進めていると

いうことで、そちらの方の作業状況を私としては見たいと思っております。こ

の懇談会の終わりまでにそれが間に合うかどうかということは定かではござい

ませんけれども、専門的なグループで議論をしているということでございます。 

 そこで、今日は団体訴権については別枠にしていただいて差止請求の辺り、

それから文書提出命令の特則、この辺りについて御意見が出ておりますので、

これをアシストする御意見、あるいはこれに対する反対の御意見も言っていた

だければと思いますが、いかがでございましょうか。 

 では、山本委員どうぞ。 

○山本委員 不公正な取引方法につきまして、私人が救済を求めるというのは

ここに損害賠償、不当利得の返還請求権なども書いてあるわけですけれども、
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独占禁止法の運用主体というのは公正取引委員会だろう。主たるものとしての

ところですけれども、この不公正な取引方法に対する抑止力ということでは私

人にもその運用主体の一翼が担わされているのではないか。そのために 24 条の

差止請求、それから 25 条の無過失損害賠償というものがあるんだと私は理解し

ているのですが、その不公正な取引方法の排除とか、公正な競争秩序の維持と

いう観点からは本日配布の資料４にも載っておりますけれども、不正競争防止

法というものが独占禁止法とは別に定められているようでございます。 

 この不正競争防止法と独占禁止法上の不公正な取引方法というのは、公正な

競争秩序維持という目的のために相補う関係にあるんだろうと理解していいだ

ろうと思います。そして、不正競争防止法によりますと第３条で民事差止請求

権が認められている。その条文には、著しいという要件はない。それが１点で

ございます。 

 それから、民事損害賠償請求権についても５条で損害額の推定規定が定めら

れております。それから、９条では裁判所による損害額の認定規定というもの

が損害賠償に関しては設けられているという状況になっております。それから、

文書提出命令につきましては第７条で民事訴訟法 220 条の特則を定めていると

いうふうに理解しております。 

 そして、特許法の方でも差止請求権、損害額の推定規定、損害額の認定規定、

文書提出命令、こういった条文について同様な規定を定めておる。こういう状

況になっておりますので、独占禁止法上の運用主体の一翼を担っておる私人に

よる措置については、この不正競争防止法と同様な観点から差止請求権の要件、

著しいという要件の見直し、それから損害額の認定規定の創設、不正競争防止

法５条にあるような認定規定の創設、それから文書提出命令の特則、これは７

条ですけれども、こういうような特則規定の創設というものを検討してもいい

のではないかと思います。 

 ただ、不公正な取引方法についてはさまざまな類型があるようでして、不正

競争防止法に書いてありますような損害額の推定規定、これは認定規定ではな

くて推定規定を設けるのは実務上できるのかなという疑問を私自身、持ってお

りますが、認定規定辺りだと可能だ。推定規定とは別に不正競争防止法に設け

られておりますので、そういったところまでが可能ではないか。そんなところ

を考えております。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。この点についても、立法者は当

然重大な損害と、そうでないものとの理屈はついているはずで、先ほど来お話

のように不正競争防止法の保護についてはまさに当事者というのが割合明確な

んだけれども、こちらの方はやや私人に対しても一つの地位を認めてはいます

が、何が何でもどんどん出てきてしまったのでは困るということもあるだろう。
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特に差止めの方ですね。その辺は公定解釈みたいなものはありますか。その仕

分けをしているところですが。 

○松山局長 個別に事案で判断されていくということだと思いますので、もち

ろん 24 条の差止訴訟についても幾つも判例が出ておりますから、具体的に公定

解釈としてこういうものを出しているとか、公正取引委員会がガイドラインみ

たいなもので示すというようなものが特にあるという状況ではございません。 

○塩野座長 でも、コンメンタール辺りで……。 

○松山局長 解説はもちろん書かれていると思います。 

○根岸委員 この差止請求につきましては、私の考えでは不公正な取引方法に

限定する合理的な理由はないと思っております。 

 それは、独占禁止法違反の行為に対して差止請求というのは新しい制度とし

てつくったわけなので、当初は不公正な取引方法に限定するという理由も多分

あったと思います。全体の違反行為を初めから入れるのにはちょっと躊躇があ

ったということがあったと思いますけれども、しかし、今、先生がお話のよう

に濫訴というようなことは実際上ないと思います。 

 不公正な取引方法と言いましても、場合によると私的独占とか、不当な取引

制限を構成することもあるわけです。つまり、不公正な取引方法を手段として

私的独占ということは非常に多いわけですし、不当な取引制限というのは普通

カルテルですから不公正な取引方法とは少し違うんですけれども、しかし、共

同ボイコットなどは不公正な取引方法に当たり、かつ不当な取引制限にも当た

り得るということである。 

 そうすると、実際に私的独占になっているとか、あるいは不当な取引制限に

なっているけれども、私的独占としては訴えない、不当な取引制限では訴えな

いが、不公正な取引方法として差止請求をするというようなちょっと妙なこと

になっているということであります。 

 ここにいただいております国会の答弁は、私的独占とか不当な取引制限は極

めて公的色彩が強くて、不公正な取引方法は私的色彩が強い。こういうふうな

書き方がなされていますけれども、しかしいずれも独占禁止法違反の行為であ

って、このように区別することは極めて困難であると思います。不公正な取引

方法は公正な競争を阻害するおそれがあるということが要件になっていて、競

争制限の程度は確かに違うんですけれども、しかし、程度の低い方を差止請求

の対象にして、重い方を差止請求の対象にしないという理由がちょっと私には

わかりません。したがいまして、差止請求制度を入れるのであれば少なくとも

不公正な取引方法に限定する理由はない。 

 では、どの違反行為まで入れるかという問題はあると思いまして、これには

いろいろ意見があるところではありますが、私的独占あるいはいわゆるカルテ
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ルには拡大する必要があると思います。 

 それで、この差止請求権をなぜ入れたかということは、公正取引委員会に独

占禁止法のエンフォースメントを独占させているということについて、これだ

け競争のルールということが重要になってきたときに公正取引委員会にだけ任

せるということではうまくそのエンフォースができない。それを補足するとい

うか、公正取引委員会は幾ら人数が増えても目の届かないところもたくさんあ

るわけで、被害者が違反行為に一番近いわけですから差止請求権を与えるとい

うような趣旨であって、公正取引委員会と私人とのエンフォースメントが補完

的に全体として独占禁止法のエンフォースメントを担うという趣旨で入ったも

のだと思いますので、不公正な取引方法に限定する理由は私はないと思います。 

 それから、著しい損害の要件も私は削除する必要があると思っています。こ

の理由も、２枚目辺りに国会の答弁がありまして、民法の不法行為においては

損害賠償が原則であって、差止請求には一段高い違法性が必要であるというこ

とを考えられたということでありますけれども、しかし、この行為は独占禁止

法違反であって公正取引委員会がそれを差し止めることは既にできるわけです。

したがって、違法性の段階が低いとか高いとかという問題ではないと思います。 

 それから、先ほど不正競争防止法のお話もございましたけれども、不正競争

防止法の場合には著しい損害という要件はなく、独占禁止法に著しい損害の要

件を入れる理由はない。そして、損害があるけれども、著しくなければ、差止

請求を許さないというような理由を考えることは難しいと思います。したがい

まして、この差止請求の対象として不公正な取引方法に限定する合理的な理由

はない。どの違反行為まで入れるかという議論はまたしたいと思いますけれど

も、難しいところがあるかもしれません。すべての違反行為ではないと思いま

す。 

 しかし、著しい損害の要件は取るべきだ。これは濫訴どころか、これがある

ことによってなかなかハードルを超えられないというようなことにもなってい

ると私は理解しております。 

○塩野座長 差止めについては、結構ハードルがいつも高いんですね。今度の

行訴法改正でも、従来の法定外抗告訴訟の中の差止めの訴えについてはこれを

法定抗告訴訟にしましたら、差止めの訴えの要件として重大な損害を生ずるお

それがある場合に限りということが入っていて、差止めという点については日

本法は割合厳格に考えてきたのではないかと思います。 

 ですから、私などから見ますと、不正競争防止法の方でこれが割合認められ

ているというのは、やや横並びの点から言うと特別かなという感じはしており

ました。この差止めの要件をどうするかという点については民事法の人の意見

も少し調べておきたいと思います。 
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○増井委員 差止めの関係は、今の時代の行政の流れから、事前の抑止か、事

後の救済かということを考えると、むしろ事前の抑止はしないでなるべく自由

にやらせる、そして、後で事後的に救済をするということだろうと思います。

そういう意味からすると、余り要件を緩和してしまうのはどうかという思いが

あります。 

 それから、先ほど濫訴のおそれがないという話が出ましたけれども、これは

要件が「著しい損害」となっているから濫訴のおそれがないという面もあるわ

けで、この「著しい損害」という要件が外れてしまうと、そもそも「不公正な

取引方法」の要件が少し緩んだ形で規定されていることも手伝って、ともかく

訴えを起こしてみようという人も出てくる、この場合に余り歯止めになる要件

がないということになる可能性もある。また、ほかの立法例、特に不正競争防

止法との関係は少し問題があると思いますが、差止請求をそう安易に認めると

いう法律は少ないというのが私の認識です。ですから、「著しい損害」という要

件は残しておかないと、かなり問題となる場合が出てくるのではないか。 

 ちなみに、裁判所で審理をしていますと、訴えを起こされること自体が非常

に企業のイメージを損なうことになるし、ダメージにもなるということがあり

ます。したがって、「著しい損害」という要件を外していいかどうかはもう少し

慎重に検討していいのではないかという気がします。 

 なお、差止請求は、「不公正な取引方法」に限る必要はないのではないかとい

う点は、そのように考えています。 

○根岸委員 著しい損害という要件に関連して、先ほどもお話がありましたけ

れども、不正競争防止法は公正な競争が保護法益ですね。不公正な取引方法も

保護法益は非常に近いものです。したがって、それに倣うという考えがあると

思うのです。 

 それから今、増井委員がおっしゃったのですが、差止請求は必ずしも事前で

はないわけです。既に起こっていて継続しているものもあるわけでして、そこ

で止めたいということがあって、いつも事前に差し止めるということではない

と思います。 

 それから、率直に言って私人が差止請求をするというのは相当のコストがか

かって、そう容易ではないのです。容易ではないのだけれども、やはり公正取

引委員会だけに執行権限をゆだねるよりは他の私人にもゆだねる。あるいはこ

の場合では直接裁判所に行くということもあって、やはり公正取引委員会の目

と、私人を通じた裁判所の目と、こういうものの補完的な関係というか、そう

いうものも考える必要があるということであります。 

○塩野座長 恐らく、その場合、私人にどういう役割をお願いするかというこ

とだと思います。例えば、行政庁と同じように目を光らせてください。それで、
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少しでもおかしなことがあれば公正取引委員会と同じように警告発表からどん

どん差止請求までしてくださいということなのか。私人についてはこういう役

割をお願いしますというのが今の要件などに現れているんだろうと思うんです。

不公正取引に還元できたというのもそういう立法者の趣旨があると思いますか

ら、その趣旨を多少広げるということについて今、御議論がありましたのでそ

ういう御議論もあると思いましたけれども、そこの私人の役割、私人のエンフ

ォースメントについてはまだほかの御意見もあるというふうに私は思いました。

どうもありがとうございました。 

 では、山本委員どうぞ。 

○山本委員 今の差止請求の問題でありますけれども、今は消費者契約法で適

格消費者団体というものが認められている。これが独占禁止法上でも認められ

てくるということになりますと大変強力な抑止力につながるのではないかとい

うことで、差止請求権、不正競争防止法の定め方とは区別しなくてもいいだろ

うというふうには思っております。 

○塩野座長 ほかにございますか。 

 それでは、今日はいろいろな角度からのテーマがございますので、もう少し

前に進ませていただきまして、「違反行為のあった法人の代表者に対する制裁は

どうあるべきか」という点でございます。この点はかねて浜田委員からの御意

見というふうに承っております。 

○浜田委員 取締役の資格剥奪はイギリスが活用している手法です。イギリス

は、1986 年に取締役資格剥奪法を制定し、次第にいろいろな分野へ広げてきた

というのが実情かと思います。今井委員からも以前に御報告をいただきました

ように、2002 年のエンタープライズアクトによって、独禁政策においてもこれ

を活用する方向に踏み出しました。 

 イギリスの場合にはＯＦＴ、公正取引庁と訳されていると思いますが、この

ＯＦＴが裁判所に剥奪命令を請求して、それで剥奪されるというような仕組み

になっているようです。日本でもこれを参考に、こういった資格剥奪制度を考

えていったらいいのではないか。これも先ほどの話と同じで、これまでの日本

にはない制度ですから、どういう仕組みにするかというところで新しい発想が

必要になります。今までの体系のままですと難しいように思えてしまうのかも

しれませんが、それこそ座長がおっしゃいましたように国民の目から見て機能

する独占禁止法にするにはどうしたらよいかという観点から、少し頭を柔軟に

して考えてみてもいいのではないかと思います。 

 その際に、イギリスと同じような制度をそのまま日本に持ち込むというのも

一案かとは思うのですけれども、私自身はとりあえずのところ、日本では課徴

金と刑事罰があり、刑事罰の方までいった場合には、より深刻なのだというの
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が一般的な受け止め方かと思いますので、そのような受け止め方を更に強化す

るようなものとしてこれを考えてみたらいいのではないかと思っています。 

 刑事罰といっても、法人の場合には罰金しかありません。法人を刑務所に入

れるとか、そういうことはできないのですけれども、その代わり、単に課徴金

を払うというのとは違って、刑事罰となるとひょっとしたら取締役の資格剥奪

命令が付随的に付くかもしれないということにする。これだけでも、随分世の

中の受け止め方が違ってくるのではないかと思います。 

 例えば、独占禁止法違反の問題について法人が罰金刑に処せられるときには、

それこそイギリスに倣って公正取引委員会が、付随的に取締役の資格剥奪を命

じることを裁判所に請求していくことができるものとする。それに応じて裁判

所が判断するというような仕組みを入れたとします。そうすれば、公正取引委

員会としては、違法行為に関与した取締役について何年間かの資格剥奪を請求

できますから、違法行為撲滅のための武器が増えます。あるいは、関与した者

が辞任して次に取締役となった者が捜査妨害などをした場合などにも、法人に

刑事罰が科される際に取締役の資格剥奪を請求していけるということになりま

すと、捜査も順調になるのではないか。そういう効果などもねらえるのではな

いかという気がいたします。 

 日本では、こういう制度がない現在でも、不祥事を起こした場合には潔く辞

任するのがよしとされているところがありますので、仮にこのような制度を設

けても、そういう感覚をさらに少しだけ後押しする程度のことになるのかもし

れません。しかし、例えばイギリスの場合には、最長 15 年の資格剥奪というこ

とで非常に強力な武器になっているようですし、資格剥奪命令に反して取締役

等の職に就くと今度は刑事罰がかかってくるというような仕組みになっている

ようです。日本でも、資格剥奪の制度設計の如何によっては、人々の認識を変

えるような力になり得るのではないかと思っております。 

○塩野座長 御質問ですけれども、これは法人処罰一般のお話ですか。それと

も、独占禁止法だからこうだと。 

○浜田委員 本当は法人処罰一般の問題として考えてもいいことだと思うの

ですけれども、とりあえずの突破口としても、独占禁止法が一番こういうもの

にふさわしいのでないかと思っております。 

○塩野座長 ふさわしくないという御意見もあるかもしれません。諸石委員辺

りどうですか。 

○諸石委員 現実的に法人処罰、その代表者、これも代表者が関与した場合、

あるいは三罰規定の適用があるような場合、そういう手当てが既にされている

中で、法人が処罰をされたらそれに付随して代表者の資格剥奪までいく必要が

あるのか。それだけの緊急性があるのかということと、代表者と言っても代表
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取締役というのは随分たくさんいるのが普通でございますので、そういうとこ

ろでだれが有責者かということを考えますと、現実にはなかなか難しいし、そ

こまでの必要があるとは余り思えないというのが実感でございます。 

○塩野座長 私はちょっと不正確なことを申しましたが、必ずしもこれは法人

処罰と連動しているわけではなくて、違反行為があったときの問題で、課徴金

とは恐らく連動するんだろうと思います。 

○浜田委員 少なくともイギリスなどでは、刑事罰と結び付けていないという

ところかと思います。 

○塩野座長 これはかなり法人処罰の問題も含めて会社法全体ですごい問題

だという問題提起で、大変興味ある御提案だと思いますけれども、こういうこ

とを検討しようというのは私はそれとして可能だと思いますが、これが直ちに

全体の意見として一本にまとまるかどうかというと、まだ我々としても不消化

なところがあるように率直なところ思いますが、ほかの方から扱いについての

御提案があれば伺います。 

○諸石委員 会社法の議論の中でもこれがあったということですが、会社法部

会での議論でも取締役の欠格事由の中に会社法的な欠格事由だけではなくて、

経済法的なといいますか、そういう欠格事由を入れるべきではないか。個人が

そういう罪名で刑事罰を受けた場合には取締役になる資格を与えないというこ

とに入れるべきではないかという御提案が浜田委員を中心にございましたが、

結果的にはそれは入らなかったというようなこともございました。 

○浜田委員 会社法部会の蒸し返しになるようでございますけれども、独占禁

止法は経済憲法であるから、会社法上の取締役等の資格制限についても独占禁

止法違反の処罰についてもう少し強化した方がいいということは、もうお一人

の経団連から出ておいでになられました委員が御主張になられたというように

私は記憶しております。 

会社法による取締役の資格制限は、個人が刑事罰を受けたときに取締役等の

資格制限がかかるというものであって、今ここで議論しておりますような、法

人処罰に絡んで取締役の資格を剥奪しようというものとは少し制度が違ってい

ます。 

会社法では、個人が刑事罰を受けた場合の扱いが２段階に分かれておりまし

て、会社法的な規制に違反した場合の方が少し重く扱われています。例えば罰

金刑に処せられただけであっても資格が制限されることになっています。それ

に対して、会社法的なもの以外の法律に違反して処罰された場合は禁固刑以上

に処せられた場合に初めて資格制限がかかるといった具合に、扱いが２段階に

分かれているわけです。そこで、独占禁止法違反で刑事罰を受けた場合をその

どちらの方に振り分けるかというときに、独占禁止法違反も会社法違反と同じ
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ランクの方に上げたらどうかということが検討されました。 

会社法部会でこれを議論した際には、取締役の資格制限は一応会社法の問題

なのでこれまで通りでよい、独占禁止法の強化の課題は独占禁止法の方にお任

せしたままでよいということになっただけでございますので、独占禁止法の方

でまたしっかりとこのような問題を検討することは、会社法部会での経緯と矛

盾しない話ではないかと思っております。 

○塩野座長 余り横並びのことを考えないで、独占禁止法の違反行為の抑止の

観点からお考えいただいて、法体系の問題は後でまた整理しますと申し上げて

おりますので、こういった制度について会社法をここで御主張になることはも

ちろん結構だと思いますけれども。 

○根岸委員 浜田先生のお話は、法人が課徴金の対象になる、あるいは処罰の

対象になるということが前提ですね。 

○浜田委員 そうです。 

○根岸委員 そのときに、どの取締役が問題になるのですか。その取締役には

何か要件が要るのでしょうね。法人の違反行為についてもちろん関与している

ということですね。 

 そうすると、ここに意見としてありますね。例えば違反行為を見て見ぬふり

をできなくなるよう、法人の代表者を過失犯にすべきだとか、あるいは現在も

三罰規定がありますね。それとの関係をどうするのかという具体的な設計上理

解が難しいところがでてきますね。 

○浜田委員 個人自身が刑事罰に値すると判断される場合は……。 

○根岸委員 値するというのは、三罰規定ではなくて。 

○浜田委員 三罰規定によってです。 

○根岸委員 もう既に三罰規定で罰金刑になったということが前提ですか。 

○浜田委員 いえ。個人は刑事罰に値しないと判断されたけれども法人が罰金

刑に処せられたような場合に、大きな違いが生じるでしょう。取締役個人が刑

事罰に処せられますと、会社法の資格制限がかかってきます。現在では独占禁

止法違反は、罰金刑ならば取締役の資格制限にかかりませんが、禁固以上です

と資格が失われるという効果が伴ってきます。それに対して、個人に刑事罰を

科すほどではないけれども、法人自身には刑事罰を科すという場合は大いにあ

り得るわけですね。 

○根岸委員 でも、何か違反行為への関与がないと具合が悪いですね。その関

与の要件がどうなるのかということですが。 

○浜田委員 ですから、個人に刑事罰を直接科すほどではないけれども、しか

し、やはりある程度の関与がある場合などにおいて、資格剥奪をどの程度の要

件が満たされたときに命じるかということは、今後具体的な判断例を積み重ね



 18

ていくということになると思うのですが。 

○根岸委員 そのある程度の関与という要件ですが、例えば、取締役会で談合

の話が出てきてうまく止めなかったということであれば、取締役全員ですか。 

○浜田委員 その点については、やはりだれかが特定の取締役の資格剥奪を請

求して裁判所が判断を下すという仕組みが必要でしょう。イギリスなどですと

公正取引庁が請求していくという制度になっているようですので、その辺りは

日本の制度を考える上でも活かせるのではないかと思うのですが。 

○塩野座長 考え方としてはあり得ると思うんですけれども、なかなか難しい

ですね。その会社の取締役にはなれないんですね。およそですか。 

○浜田委員 すべての会社の取締役になれないということです。 

○塩野座長 そうなんですか。個人ではやれるわけですね。 

○浜田委員 個人事業ならばいいということです。 

○増井委員 御提案のようなことが、今度の金融審議会の報告書にも盛り込ま

れています。ですから、私は、あり得る考え方とは思います。 

 しかし、独占禁止法の場合、例えば違反行為当時に営業部長であった者を取

締役に昇任させるときの障害事由にするというような形で考えた場合、本当に

こういうペナルティを科されるべき者は本来は事業者ではないかという疑問が

あります。 

 営業部長だった者を取締役に昇任させない、そのことは、ほかの会社でも同

じである、ということになると、それは結局、個人に対するペナルティの面が

非常に強いのではないか。むしろ、独占禁止法違反の行為によってペナルティ

を科されるのは誰かというと、企業、事業者と個人と両方が考えられるわけで

すが、本来、やはり事業者、企業に対して科されるべきだと思います 

 つまり、営業部長であった者を取締役に昇任さないということになると、恐

らく一番ダメージを受けるのは当該営業部長であって、個人だと思います。企

業としては、別に当該営業部長ではなく、他の者でもいいということで、それ

ほど痛痒を感じない。そういうことになってしまうのは、少しアンバランスで

はないかという点はいかがですか。 

○浜田委員 軽い重いからいいますと、個人自身が収監されたり、罰金を科さ

れたりという方が重くて、取締役に今後はなってはいけませんというだけの方

がやはり相対的には軽いととらえた上での処罰だと思います。 

 それから、法人の行為というものは必ずだれか自然人を通じて行われるわけ

です。それにもかかわらず、法人が悪いのだから法人に巨額の課徴金なり罰金

なりを科すということにしているのですが、それによる実害は結局は、全然そ

のことを知りもしなかった株主の方にいくことになるわけですね。法人が違法

行為によって不当に利得した部分についてならばまだしも、それにプラスアル
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ファの制裁が課せられた部分については、株主は自分が全く関与しなかったこ

とによって損害を受けるという立場になるわけです。それにもかかわらず、や

はり法人を処罰するべきだという判断がとられているわけですが、一方、現実

の行為をした自然人の方は、個人に刑事罰を科すというほどではなかった場合

に、何のサンクションもないということで果たしてよいのかということだと思

います。 

○増井委員 個人に対するペナルティは強まっていく。しかし、企業自体はさ

ほどの不利益を受けないということになってしまわないか。それは、基本的に

は独占禁止法違反の行為があった場合に、誰に一番焦点を当ててペナルティを

考えていくかというところと関係すると思います。当該営業部長としては、何

のために違反行為をやったかというと会社のためにやった、しかし会社は余り

痛痒を感じないというようなことにならないかということです。 

○浜田委員 会社自身が処罰されることを前提に、付随的にということを言っ

ているわけですから、企業の処罰を軽くしようと提案しているのではありませ

ん。 

○増井委員 御意見は、わかりました。 

○塩野座長 この議論は一本化、併科の議論につながっているところがあるん

ですね。一本化のような考え方ですと、その法人が違反行為を犯したというこ

とについては、利得並びにいろいろなものを徴収して、その法人についての抑

止力を働かせようということが基本になっているはずです。 

 ところが、今度は併科を取った場合に一体どうなるかというと、日本法でい

くと両罰規定で、個人から入っていくという仕組みになっています。法人の行

為の処罰についてもいつも個人の行為が出てきてしまうんです。 

 その法人処罰の基本的な両罰規定の考え方を変えまして、美濃部達吉先生の

ように法人処罰を認めるんですけれども、それは刑事罰ではない。ですから、

故意過失も要らない。それは法人処罰は行政刑罰とは全然違うものだというこ

とで立論するのに対して、現在の刑事法はそこはやはり刑事罰の中で議論をし

ておられて、そのために行為者についての故意過失の要件、それから法人代表

者についての過失の客観的な、かなり推定はしまして客観化されておりますけ

れども、そこには一種の主観的な要素が入っている。そういう仕組みになって

いるものですから、やはりその点の理解といいますか、考え方の違いがこうい

う問題にも現れているのだろうと私も思いました。 

 現に仕事をしておられる方だけ捕まって法人がのほほんとしているのはおか

しいという議論で法人処罰が出てきたんですけれども、今の段階になってきま

すと悪いのはだれかというと法人なんだから、法人目掛けて法人の一番痛いと

ころを突けばいいのではないかという議論とぶつかり合うということになると
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思いました。 

 どうもありがとうございました。何かここの点についてジャーナリストの方

から感想はございますか。 

○榧野委員 確かに独占禁止法違反をやって、昨今も繰り返す企業がいっぱい

あって、今、座長のおっしゃったように実務者だけが罰せられて代表者はのう

のうとしているというか、責任を問われないというケースがいっぱいある。確

かにそれはけしからぬ話だとは思うんですが、そうかと言ってそれを独占禁止

法で全部法律で縛るというのもどうかという感じが皮膚感覚的にあるんです。 

 それで、独占禁止法の違反でも軽重があって、軽い場合はいいんでしょうけ

れども、やはり重大な違反の場合は代表者が辞任しているケースが結構ありま

すね。それは独占禁止法に限らず、例えば今起きている不二家のケースなども

企業が不祥事を起こして、それが重大であれば代表者が責任を取るという形に

日本はなっているので、この問題に関しては現状でもいいのかなと思っていま

す。 

○古賀委員 多少関連で、先ほどの最後の件ですけれども、我々は組合員とか

労働組合とか、そういう立場で言いますと、まさに企業の組織の大小とか組織

運営もありますが、本当に一個人だけによる判断で違法行為を行うというのは

少ないと思うんです。まさに組織的にとか、必然的に組織的に行われる。そう

いう中では一個人、座長の言われた担当者だけが何かそういうことを被るとい

うのはやはりおかしいのではないか。組織の中での全体的な意思決定を行う立

場、あるいはそういう企業文化を容認していたそれなりの人もそういう対象に

入るのではないか。このことは繰り返し我々としてはほかの場面でも言ってき

たことなのですけれども、そういうことはあると思います。 

○塩野座長 今の御意見は、三罰規定をもう少し活用しろという御意見ですね。

今日は実は西田委員が三罰規定について言いたいんだけれども、ちょっと体の

都合があって出られないということで、また後でメモをお出しいただこうとは

考えておりますが、川出さんから何か言うことがあればどうぞ。 

○川出専門調査員 三罰規定につきましては、従来から、ここまで構成要件を

絞りますと、実際には共犯が成立するとされる場合が多いでしょうから，この

規定自体が独自の機能を果たしえないのではないかということが指摘されてい

ます。ですから、もしこの規定をより積極的に使いたいということであれば、

構成要件を書き換えて、監督過失型の過失犯として位置づけるというのが一つ

の方向だろうと思います。 

 ただ、そうだとしましても，過失犯の処罰というのはあくまでも例外的なも

のですから、こういった経済犯罪の場合にいわゆる単純過失による場合まで全

部処罰するべきなのかはやはり問題があるところです。そこから、過失犯を処
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罰するかたちにするとしても、重過失の場合に限定するという意見も有力だと

思います。 

 このこととの関連で、意見の３番目にあります，三罰規定において自由刑を

科せるように検討する余地があるのではないかという問題についてですが，こ

のように、共犯が成立しない場合を捕捉するものとして、過失犯を処罰するか

たちに構成要件を作り直すとしますと、過失犯で自由刑まで科しているという

のは、例えば刑法典の規定では、人の死傷の結果が生じている場合ですとか、

そこまでいかないにしても、例えば汽車を転覆させたといった公共の危険が生

じているような場合に限られています。そうしますと、独禁法違反について、

過失犯で自由刑を科すというのは他とのバランスから言うとかなり難しいかな

というのが私の率直な印象です。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。 

 局長、何かございますか。 

○松山局長 三罰規定の適用というのは、私どもも事件を実際に担当すると何

とかそこまで持っていけないかという形で調査の対象には入れているわけです

が、今、川出さんがおっしゃったようにハードルが結構高くてなかなか難しい。

そこまでの立証に届かないというのが大多数だと思います。 

○塩野座長 ありがとうございました。では、村田委員どうぞ。 

○村田委員 以前も一度、この懇談会で、実際に三罰規定を適用して、法人代

表者への罰金刑を発動させようとした事例があったのかどうかという質問が出

たときの公正取引委員会のご回答は、むしろ否定的だった、つまり実際に三罰

規定の発動を具体的・積極的に検討されたことはなかったというお返事だった

と思います。実際に適用しようとした実例があって、にもかかわらず、この故

意犯という要件がネックになって、立件を断念したという実例が現実にあるの

であれば別ですけれども、そういう状況ではなく、過去、適用しようとした事

例が全くないのに、突然、その理由は要件が厳し過ぎるからだとおっしゃるこ

とには抵抗があります。本当にそうなのかどうかということについてはもう少

し検討が必要なのではないかと思います。まずは実際に適用しようという事例

を表面化させて、そのうえで、結果として、適用できないとすれば、何がネッ

クになったのかということをオープンにしたうえで、初めて、その次の段階で

過失犯にするかどうかを検討するというステップを踏んだ議論がなされるべき

ではないかと考えます。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、次にちょっと重いお話ですが、公正取引委員会が行う場合の警告

について御議論いただきたいと思います。これについては警告がどんなときに

どういうふうにやられているのか、その素材をもう少し提供していただきたい
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ということを私から公正取引委員会の方にお願いをいたしましたので、よろし

くお願いいたします。 

○松山局長 お手元の方に資料７という形で、公正取引委員会事務総局の形で

の資料を配布させていただいておりますが、これに沿った形で御説明させてい

ただきたいと思います。 まず「警告を行う法令上の根拠」ということであり

ますが、行政指導としての警告ということでありまして、今でもいろいろ御説

明しているので若干重複してしまうかもしれませんが、改めて御説明させてい

ただきたいと思います。 

 警告というのは、独占禁止法違反の疑いが相当程度以上認められた事案等々

について行っているものでありまして、独占禁止法の公正かつ自由な競争の促

進という独占禁止法の目的に照らして違反する疑いがあるという行為について、

その是正が必要な場合等々に行っている。現実の問題として、すべての事案に

法的措置を取るということが困難であるということもございまして、事案の迅

速処理あるいはその関係人に対して警告を行うことによって自主的な改善を促

すというものであります。当然のことながら、法的な拘束力を有さないもので

あります。 

 警告を行う際には、具体的に違反の疑いが認められた。それを取りやめるよ

うに求める、あるいは将来その違反があるような疑いのある行為を行わないよ

うにという措置を求めるというようなことをしておりまして、これはお手元の

資料の１ページに書いております行政手続法２条６号に定める行政指導に該当

するものであると考えております。 

 また、石油のヤミカルテル事件の最高裁判決におきましても判示されている

わけでありますが、行政指導には必ずしも直接的な法律の根拠がなくても、必

要性、相当性が認められればもちろん行うことができるとなっているわけであ

りまして、公正取引委員会が独占禁止法１条の公正かつ自由な競争の促進とい

う目的の観点から是正の必要がある場合に任意の協力を求める方向でその是正

を図っているという形で考えております。 

 次に警告の公表の根拠でございますが、違反の疑いがある場合に事業主に警

告を行った際、警告の公表を行っているわけであります。これにつきましては、

根拠規定としては独占禁止法 43 条に記載されておりますように、法律の適正な

運用を図るため、事業者の秘密を除いて必要な事項を一般に公表することがで

きるということで行っております。 

 １枚おめくりいただきまして２ページ目でございますが、「警告を公表するこ

との意義・手続」についてポンチ絵のような形で書かせていただいております

が、１つは独占禁止法運用の透明性の確保ということがあろうと思います。資

料５の日米構造協議の方でも、行政の透明性の確保ということ等々から警告に
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ついても例外的な場合を除いて公表するということが日米構造協議の段階で決

まっているわけでありますが、こうしたことからも法運用の透明性の確保とい

うこと。 

 それから２つ目に需要者、ユーザー、場合によっては消費者ということも含

めまして、その情報提供を行うことによって適当な商品選択等々の需要者サイ

ドの利益が確保できるということがあろうと思います。 

 ３つ目の問題として、警告先事業者以外の者を含めた業界全般、あるいは他

の業界も含めてどういう行為が違反であるのかということが周知せしめられる

という形でそれなりの効果があるのではないかと思っております。 

 ちょうど個別の事例で、行政全体でそういう改善防止が図られている例を幾

つか御紹介いたしますが、そうしたことからも警告を公表するメリットはある

だろう。それなりの行政効果は上げているということだろうと思っております。

当然のことながら、公正取引委員会は各官庁におかれましても行政指導をいろ

いろ行っておりまして、あるいはその指導内容なり事業者名の公表ということ

もかなり数多く行われているというふうに承知をしておるところでございます。 

 具体的にどういう場合に警告を行うのかということでありますが、関係人の

行為が独占禁止法の目的に照らして望ましくないという程度で安易に警告する

ことはしておりませんで、当然公正取引委員会は違反事件の審査等々、排除措

置命令といったような法的措置によって対応するということを原則としており

ますので、結果的に警告となった事案につきましても当然法的措置を取る事案

と同様に慎重な審査を行った結果、違反の疑いが相等濃厚である。しかし、法

的措置をとるだけの証拠としては若干不十分な部分があるような事案に関しま

してその行為の是正を図ること、あるいは消費者被害の拡大防止を図る。その

事案の迅速処理を図る。そういう要請がある場合、必要最小限という観点で行

っているものであります。そういう面では、当然法的措置を取ることを原則と

して追及するわけでありますが、それがどうしても証拠上の問題も含めて講じ

得ない場合に、関係人に対して任意の協力を求めて行政指導によって自発的な

是正を求めているというものでございます。 

 具体的には、警告の手続というものが２ページ目の下の方に書いてございま

す。事前手続と書いてございますが、関係人に対して警告書案を手交してその

内容を説明する。それから、意見申述の機会等も付与をするという事前手続を

行った上で警告を実施するということでございまして、関係人に対して任意の

協力による自発的な是正を求めるという性格のものでございます。もちろんそ

の警告した旨は公表されるということについての説明も行った上で、警告書を

相手方に交付をした形で行うということであります。 

 そういう面で、違反の疑いがあったのでとにかくけしからぬから制裁的な効
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果をねらって一方的に公表するというものではございませんで、是正する必要

性については十分理解を求めて、関係人の方が大多数の事案については自主的

にそれを改善するというお約束をいただいたような事案に関して、そういう状

況を広く国民にも理解していただくという形で、独占禁止法運用の透明性を図

るということ行っているものでございます。具体的な例を幾つか取り上げて御

紹介させていただければと思います。 

 １枚おめくりいただきまして３ページ目でございますが、農業協同組合に対

しての警告です。これは昨年の７月に行ったものでございまして、京都の農協

の組合と帯広の士幌町農協の２件を行っております。これは、貸付金の融資等

の契約において組合員の事業活動を不当に拘束する条件を付けてやったという

形で独占禁止法 19 条、不公正な取引方法の 13 項、拘束条件的取引に該当する

違反のおそれがあるという形で警告を行って公表しております。 これにつき

ましても当然組合の幹部の方、組合長さんなどに行われた行為なり、こういう

問題点があるんだということの御説明をさせていただいて、違反の疑いがある

行為があったことを十分認識をしていただいて、そういう形で警告、公表させ

ていただくということでお話をして警告、公表しております。 

 本件につきましては、下の方に規制改革・民間開放推進会議の公表をした第

３次答申におきましても、農協のコンプライアンス体制の強化・内部統制の強

化の必要性があるということで取りまとめておりまして、実はこういう事案も

きっかけにしまして今年度末までに農協に関しての独占禁止法上のガイドライ

ン、指針をつくるということで、平成元年以降この十数年間に３件の排除勧告

と８件くらいの警告が行われております。文書警告も数多く行われておりまし

て、具体的にそれを警告公表することによってどういう類型が独占禁止法違反

になるかという形で認識をしていただいております。 

 そういう面で、特に農業協同組合の場合、過去にも違反事例が数多くありま

したので、法的措置まではなかなか至らないけれども、やはり警告公表するこ

とによって違反のおそれがあるものを是正していくということが大きな効果を

上げている。それがこういう形での農協自身としてのコンプライアンス体制、

あるいは公正取引委員会の方もガイドライン等で公表するというような形につ

ながっているというところでございます。 

 次に警告の例の２つ目でございますが、みずほ銀行に対して警告ということ

をしております。これは景品表示法の違反の疑いという形でございまして、住

宅ローンの取引に係る表示につきまして一定の期間までに申込みをするという

ものでありますが、これを実際に一定の期間までに申し込んだとしても適用さ

れる金利が表示どおりのものではないという状況で、金利が上昇している状況

においては当然割高の金利が適用されるというもので、４条１項目２号の有利
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誤認の規定に違反するおそれがあるという形で警告を行った事案であります。 

 こうしたものについて、合わせまして全国銀行協会、公取協という団体があ

りますが、こちらの方にも同様の行為の未然防止と適正表示の一層の徹底の指

導、要望を行いまして、それを踏まえて９月にはこの改善を取りまとめて会員

に通知をするということが図られている状況でございます。 

 実は、こうした団体への指導ということは数年前から行われているわけであ

りますが、具体的な違反事件という形での警告公表があって一気に進むという

ことが実際にありまして、なかなか一般的な要請だけの部分では表示が改まっ

ていかないというような実態にもあります。そういう面では、こういう事件を

通じまして要請を行うことによって、団体としても一気に取引の適正化に向け

た取り組みが図られるという効果が上がっているのではないかと思います。 

 １枚おめくりいただきまして５ページでございますが、警告の丸の３つ目で

ございます。これは昨年 12 月に大分新聞等でも大きく報道されましたが、ソフ

トバンクモバイルの０円表示の問題であります。無料表示ということでありま

すが、このときの表示も０円の表示の大きさに比べて 25 分の１の大きさで無料

となるときの条件等を記載するというものです。そこまで全部読めば消費者の

誤認はないだろうという余地があるものでありまして、なかなか排除命令とい

う法的措置にまでは至らなかった事案でありますが、25 分の１になりますと

2.5 センチと１ミリみたないものですから虫眼鏡で見ないと読めないような字

で条件を設定している話になるわけで、公正取引委員会による調査の結果、そ

ういう広告の問題があるんだということを事業者の方にも十分認識していただ

いて改善が図られた。 

 今は業界全体としても、そのルールづくりについても検討されているようで

ありますが、こういった問題も一般消費者への認識を早い段階でしていただく

ことが必要であろうということで、迅速性を重んじた形での警告公表させてい

ただいたものでございます。 

 その後、この１年間、平成 18 年度の警告事件というものが６ページ、７ペー

ジ、農協の事案も入っています。それから、景品表示法の関係では８ページ、

９ページで先ほどのみずほ銀行の事案でありますとかソフトバンクモバイルの

事案等々も書いてございますが、こういった事案について警告公表を行ってい

るということであります。原則的には法的措置が取れるものは当然取るという

形で行っておりまして、一定の迅速性なり、あるいは業界全体として改善を促

す必要性があるようなものについて、限られたリソースの中でより大きな行政

効果を期待して行っているというものでございます。 

 そういう形で運用させていただいておりますので、警告の廃止あるいは警告

公表の廃止ということがありますと、違反の疑いは相当程度以上認められても



 26

法的措置を取るためにはやはりさらなる膨大な行政コストをかけて審査をする

か、あるいは一切ここで公表しないという形で収めてしまうというものに関し

て、あるいは関係人に自主的な改善を取っていただくことによって迅速に独占

禁止法の目的が達成できるような事案についてもそういうことを公表しないと

いう形になりますと、その実質的な改善を図っていただくことによって法的措

置以外の手段で行政効果を上げることができなくなってしまう。場合によって

は、そうした違反類似行為が放置をされてしまうということは望ましくないの

ではないだろうかと考えております。 

 以上、申し上げましたように、決して警告公表に関しては安易に行っている

ものではございませんで、平成 18 年度でここに書いた公表事案というのはこの

７件なり９件なりということでありますが、かなり慎重な審査を行い、一定の

行政目的の達成のために必要性があるものについて必要最小限の範囲で行って

いるという形で、適正手続を事前に御説明をするというような手続も踏まえた

上で運用を行っているということであります。そういう面では、競争政策上大

きな行政効果は上がっていると考えている状況であります。 

 あとは、お手元の資料の 10 ページ以降でございますが、これは都道府県知事

への権限委任関係につきまして、景品表示法違反事件の都道府県知事への委任

の規定という形で関係の条文でありますとか、11 ページは都道府県と公正取引

委員会の景品表示法違反事件の処理手続の関係、都道府県の知事の場合には指

示ができるという権限がありますが、そうした手続の流れ、それから 12 ページ

の方では景品表示法違反事件の処理状況の資料というものを御参考までに添付

させていただいておりますので御参考にしていただければと思います。以上で

ございます。 

○塩野座長 ありがとうございました。この警告公表につきましては既にこの

会議でも説明及び意見の交換はあったところでございますが、実態についても

う少し知りたいということもございましたし、法的な制度でどういうことで警

告が行われるのかという点についての御説明もきちんと承った方がいいと思い

ましたので、今日公正取引委員会の方から御説明をいただいた次第でございま

す。 

 今までの議論のところでは、こういった警告公表というものはすべて廃止し

てはどうかという御意見もございました。それからもう一つの別の例で極端な

ものとしては、これは法律外のものなんだからここで議論する必要はないので

はないかという御意見もございました。その中間のところで、こういうものは

仮に認めるとしても、法的根拠あるいは要件について少しきちんと書いた方が

いいのではないかというお考えもいろいろ出されたところでございますので、

今日こういう形で説明を受けて、また皆様方の忌憚のない御意見をいただけれ
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ばと思います。 

 なお資料的なものとしてでございますけれども、いつかお配りしました行政

不服審査制度研究報告書の章を省略したものを皆様方のところにお配りをした

と思います。ここでは、行政指導も行政上の不服申立ての一環としてとらえた

方がいいのではないか。もちろん法効果がないものでございますので、取消し

とか、そういったところの行訴法上の処分と同じような扱いはいたしませんけ

れども、不服があった場合には何らかの対応を行政庁の方でするという方向で

今、取りまとめている最中であると聞いております。 

 これは一般法でございますので、独占禁止法の方で行政手続法上の行政指導

については適用を認めるけれども、不服申立てあるいは不服申出については適

用を排除するという相当大技を振るわない限りは適用になるとお考えいただい

た方がよろしいかと思います。そういうものとして、警告公表についても不服

の対象になるという制度ができつつあるということを前提にして御議論をいた

だきたいと思います。 

○村田委員 先ほど御説明いただきました警告を公表することの意義に関し

まして、警告を公表するということと、その警告の対象になった社名まで公表

しなければならないのかということについては、私は別ではないかと考えてお

ります。 

 特に警告を公表することの意義の３つ目として書かれた、その当事会社以外

の会社を含めた業界全般、他の業界も含めた同様の行為の未然防止が必要であ

るならば、別に特定の会社を名指ししなくとも、こういう業界でこういうケー

スがあったのでこの業界として是正しなさいという形で指導をすれば、それで

本来の目的は達せられるのではないかと思います。 

 なぜ社名を公表することが問題になるのかというと、社名が公表されること

によって、その後それがマスコミに報道されるときには、排除措置命令という

実際の行政処分と、警告という行政指導のレベルの違いがわかるような報道が

なされないからです。したがいまして、警告の報道に基づき結果的に自治体な

どから指名停止を受ける場合があるということで、企業としては更に大きな不

利益、損失を被ることになるわけですが、幾ら自治体に、これは正式な行政処

分ではないと説明しても、理解していただけないというのが実態でございます。 

 それからもう一点は２ページの下の手続のところで、事前手続で警告書案を

手交し、意見申述等の機会を付与すると書かれております。この点も改正法に

より、去年からそういう手続に改善されているということですが、一昨年まで

はこのような事前手続は全くなかったことに加え、改正法施行後はこういう事

前手続が取られることになってはいても、排除措置命令の場合ですら、必ずし

も十分な意見申述の機会が付与されている実態ではない、実際に説明を受けた
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５日後には、案が取れた排除措置命令がそのまま出されたというのが、昨年 11

月に弁護士からヒアリングした際の御説明だったわけですから、正式な処分で

はない警告では同じレベル、あるいはそれ以下であるとすれば、やはり事前手

続があるから企業は納得しているということにはならないと考えます。したが

いまして、法的に争う手段も十分確保されているわけではない警告に対して、

少なくとも社名の公表はやめるべきだと考えております。 

○塩野座長 神田委員、どうぞ。 

○神田委員 私も、かつて警告については非常に必要だ。消費者被害を未然に

防ぐとか、拡大を防止するという意味では必要ですから是非やってほしいとい

う意見を申し上げたと思います。そして、今日その具体的な運用状況などをお

聞きまして、ますますその必要性を感じたところでございます。公表は何のた

めにやるのかと言えば、やはり消費者の被害発生防止ということですし、運用

の状況をお聞きしておりますと決して乱暴ではない。いろいろなことを考慮し

た上でやっているというふうに思います。 

 それからもう一つ、今、社名のお話がございましたけれども、消費者被害を

なくすということも目的でありますので、社名とか、そういう具体的なことが

わかりませんと、やはり伝わってこないということですので、その運用だとか

やり方のところでこれだけきちんとやっていれば社名も出していただかなけれ

ば、この目的というものが達成できないのではないかという感じを持っており

ます。 

○塩野座長 諸石委員、どうぞ。 

○諸石委員 警告という言葉自体、法律上の根拠はないのですね。行政指導で

ある。警告という言葉が今までの勧告というものに比べてどちらが重いのかよ

くわからないような中で、その警告というものに対する社会の誤解がある。 

 実際に非常に行き届いた丁寧な運用をされている場合の御説明があったわけ

でありますが、実際に立件してみたものの証拠が集まらない。しかし、そのま

まで嫌疑なしと言えないから嫌疑不十分という格好での不起訴をする。そのと

きに、警告という実は嫌疑があるのだぞというような表示をする。それに対し

て、その誤解をした世間が不利益な処分をする。しかし、争う方法がない。 

 争いたい企業にしてみたら、本当に違反があったというならば、どうぞ処分

してくれ。それを処分するほどの証拠が集まらなかった場合に、悔し紛れにと

いいますか、そういうことで争う余地のない不利益を背負わせるというのはお

かしいではないか。それが実感でございます。 

 ですから、行政指導をやめろとか、あるいは行政指導を公表してはならない

という一般論ではなくて、あるいはその当事者も合意して確かにこれは問題が

ありましたという了解をしている例について企業名を明らかにするというのは
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あり得ることかと思います。企業が、そういう事実はない。争うのだ。もしそ

れで社名を挙げて警告をするならば行政措置をしてくれ。そうしたら審判か裁

判で勝って見せるからという場合に、それはしない。しかし、一方的に公表は

するけれども、争う方法はないと、そういうような印象を持っている企業があ

るのではないかということでございます。決して事実がそうだと申しているわ

けではございません。 

○塩野座長 根岸委員、どうぞ。 

○根岸委員 私たちはこの警告というのは独占禁止法の運用というか、エンフ

ォースメントとして非常に必要性があって効果も非常にあったというふうにず

っと認識してきたのです。そして、問題があるのかもしれませんが、警告とい

うのは正式な処分と同じくらいの先例的な価値があるようにも理解して引用し

たりしてきたものです。そこに、これは行政手続法上問題だということが言わ

れてまして、それはそうでないようにとにかくしてもらいたいと思いますが、

しかし、今までの必要性と効果というものを全くなくしてしまうというのは過

剰であると私は思います。 

 それで、今の諸石委員のお話ですが、細かく言いますと警告という言葉がい

けないのか。これは「注意」ならばいいのか。 

○諸石委員 指導くらいでしょうか。 

○根岸委員 そうですね。あるいは、警告はいいとしても、公表はいけないの

か。その公表の仕方がどうかとか、かなりブレイクダウンして考えていく必要

が多分あろうかと思います。 

 かつて多分、村田委員が発言されたことがあって、公正取引委員会が立入検

査をしたときには公表すべきであるとおっしゃったような気がするのですが、

立入検査の公表だと名前は出ますね。それでいいのでしょうか。立入検査で名

前が挙がってそこで公表すれば、一体それはその後どうなったのかということ

も公表しなければならないのでしょうね。立入検査をしておいて、あとはうや

むやというのでは具合が悪い。 

 これまで公正取引委員会も審査打切りという事件処理をしたことがあるわけ

ですね。そして、それは名前を挙げて、これこれこうだったから審査を打ち切

りましたという公表をしていますね。そういうものと今の話はどう違うか。 

 警告という言葉が確かに問題かもしれません。今、諸石委員がおっしゃった

ように、改正前は正式の処分が勧告であって非公式な事件処理がが警告だと、

何か逆になっているような印象を与えることは確かでした。しかし、今、私が

話しましたように、立入検査は公表して、その事件処理がどうなったかについ

て公表するというようなことはよいということになるのでしょうね。 

 そうすると、どう違うか。警告という言葉は使わないとか、そういうことが
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あるかもしれないし、それから警告と指名停止とは今は必ずしも連動していな

いのじゃないですか。ある時期には確かに誤解して警告なら指名停止をするこ

とがありましたが、だんだんそれがなくなっているように思います。 

 だから、それは警告という言葉の問題なのか、公表の仕方の問題か、あるい

は警告する時期もありますね。まとめて１年間分の警告を公表するやり方もあ

るわけですけれども、多分それだと効果が公正取引委員会ではないとお考えに

なるわけで、その間どうするか。私自身は、この警告の問題を指摘されるまで

不明にして、安易にこれに依拠して、これを先例に近いものとしてに扱ってき

たわけです。しかし、それに法律上問題があると言われれば、法律家としては

問題のないような形で、しかし、今までの実質的な効果は維持したいというの

が本音であります。 

○塩野座長 では、御要望として承ります。 

 議論の整理のためにちょっと質問があるんですけれども、この場合に警告を

しますと、警告の要件としては法違反の疑いを相当程度認めるものと、それか

ら自由な競争の維持・促進の観点から必要と考えられるもの、これは一応自主

的に決めた要件というふうに理解しますが、そうするとこれで手を打ったら仮

に後から、実は本当に違反があったんだ。それで、不当な利得があるというと

きはどうなるんでしょうか。 

○松山局長 通常は警告をするという段階ではもちろん法的措置を取るだけ

の証拠なり、そこの立証か十分できるという見通しがついていない事案に関し

て、それ以上の自主的な措置を取っていただくことによって事件を打ち切る。

法的にはその法的措置を取らないという判断とワンセットで行われるケースが

一般的だと思います。 

○塩野座長 それは一種の信義則か何かで自己拘束か何かになるんでしょう

か。要するに、法の執行から言えば、やめようがやめまいが、とにかく不当利

得はあったんだということになる。後から証拠が出てきた場合、それを取らな

ければおかしいはずなんです。税金の場合はそうですね。修正申告の慫慂をし

ますけれども、後で見つかったら更正、再更正をやっていきます。そこはどう

でしょうか。 

○松山局長 現実にはそういうケースはないということだと思います。 

○塩野座長 まだやっていないということですね。それを制度として仕組めと

言われると非常につらいところがありますよね。 

○松山局長 そうですね。先方に自主的に改善措置をとっていただいて警告公

表措置が終了した事案に関して、全く新たな事実が出てくればまた別かもしれ

ませんが、当初の疑いと同様の事実関係についてもう少し濃厚な証拠が出てき

たから事件を再開して、今度は法的措置を取って課徴金を命じてしまうという
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事案はもちろんありませんし、なかなか想定はしにくいかとは思います。 

○塩野座長 その限りにおいて、企業側はメリットがあるわけですね。 

○松山局長 法的措置を取らないということでは当然そういうことになりま

す。 

○塩野座長 わかりました。その点を確認したかったものですから。 

○松山局長 １点、先ほどの御説明の中で立入検査を公表しているというお話

があったのですが、これは誤解があるといけないので御説明させていただきた

いと思います。公正取引委員会は立入検査の段階で確かに新聞報道されること

が一般的ではあるんですが、決して公正取引委員会から公表しているものでは

ありませんので、マスコミの方ではそれは把握をされて事実確認をされるとい

うケースが多うございまして、確かに何か所にも何十か所にも大量な動員で調

査をいたしますので、そのときに事実についてはその事実確認に応じる形で認

めるということでありまして、公正取引委員会から積極的にプレス発表をする

というようなことは行っていないというものであります。 

○塩野座長 それでは、村田委員、それから増井委員お願いします。 

○村田委員 先ほど、お話が出ました立入検査の公表については、この懇談会

の 1年目の伊東局長時代に一度出た議論でございまして、私がそのときに申し

上げましたのは、改正法により立入検査後のリーニエンシーが認められること

になった以上は、立入検査時点で、公正取引委員会としてむしろ積極的に、ど

この企業にどのような案件で立入したかを公表するというように運用を変更し

ていただいたらいかがかというご提案をさせていただきました。現在でも、公

正取引委員会が公表されなくても、結果として大規模な事件であればあるほど、

立入検査の報道は大きくなされるわけですが、例えば地方のごく限られた業者

による談合事件への立入検査があったとしても、それがすべて報道されるとは

限りません。そうすると、立入検査の対象になった当事会社は時間を争ってリ

ーニエンシーをすることができるのに、他の会社は、報道されないがために、

リーニエンシーの機会を逸する可能性があるということを懸念しております。

したがって、立入検査後のリーニエンシーを制度として認めるのであれば、む

しろ立入りを積極的に公表したほうが、どの会社にとっても不平等感がなくな

るのではないかということを申し上げたことがあったということでございます。 

 立入検査がなされたという事実と対象会社の社名すべてを公表したとしても、

それは独禁法違反の有無に関して今から正式に審査を開始しますという意味で

の公表であって、その後、排除措置命令が出るときに、この会社は立入検査を

したが審査を打切ったということを、また正式に公表していただければ、その

会社が違法行為に関与していたわけではないことが明確になり、なんら誤解は

生じないという趣旨で、あのときも意見を申し上げました。しかし、審査の結
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果としての警告の公表につきましては、全く事情が異なります。 

 特に、警告が出されるケースの中には、立入検査もなされないまま公正取引

委員会から任意の資料請求が来て、これに応じて資料の提出後、数回のヒアリ

ングによる任意の調査が続いた結果、ある日突然警告が出されるというような

形で処理されているケースも実際にあるわけです。したがって、そういう意味

でも先ほど根岸先生がおっしゃったような先例にはならないと思っております。 

 それから、資料５でも配布されておりますように、この警告がすべて公表さ

れるようになったのは日米構造協議の最終報告書でアメリカから要求されたか

らという背景もございまして、それ以前は警告にしても注意にしても、社名を

公表するケースとしないケースとが現実にあったわけです。つまり、企業側が

納得をした場合に限り公表するという運用が実際になされていたわけですけれ

ども、日米構造協議のアメリカのプレッシャーによって「例外的な場合を除き

公表」という報告書になっていますが、例外的な場合ということで公表されな

かったケースが現実にあるのかどうかについては大変疑問に思っております。 

 最後に、警告を行政処分と間違って指名停止するようなところは減ってきて

いるのではないかというお話がございましたけれども、現実はそうではないと

いうこともお伝えしておきたいと思います。もちろん国の官公庁のレベルでは、

警告の段階で指名停止が課されるようなことはありませんが、地方自治体のレ

ベルは決してそうではないということです。この他にも、審判審決が出た時点

で、以前、排除勧告の時点で指名停止を課した自治体が、再度、指名停止を課

すなど、ひとつの事案に対して複数回、指名停止が課される事例が直近でもあ

るという実態についても是非御理解いただきたいと思います。 

○塩野座長 では、増井委員どうぞ。 

○増井委員 これは大変微妙な問題で、当・不当の範囲なのか、適法・違法の

範囲に踏み込むのか、悩ましいところだと思います。そこで、お尋ね方々少し

意見を申し上げますと、私は基本的に警告と警告の公表とは分けて考えるべき

ではないかと思います。警告自体は、行政指導として、一般法たる行政手続法

の規定に則って行われるものであり、問題はないと理解をしていいのではない

か。ただ、問題は警告の公表です。 

 そこで、まず第１番目にお尋ねしたいのは、具体的にどういう方法でどう公

表されるのかというところを知りたいと思います。警告とは別に、警告の公表

は、例えば広報誌に載せるのか、記者会見で行うのか、その他の方法でやるの

か、というところをなるべく具体的に御紹介いただければという点です。 

 それから、２番目に、警告自体は行政手続法に根拠があるとして、その警告

も行政手続法第 32 条に拠りますと「行政指導の内容があくまでも相手方の任意

の協力によってのみ実現される」ということになっています。そして、その２
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項を見ますと、「相手方が行政指導に従わなかったことを理由として、不利益な

取扱いをしてはならない。」ということも書いてあります。 

 警告自体はそういうものとすると、その警告の公表については今の 32 条の規

定との関係でどう理解したらいいのか。見方によっては相手方以外の者の行為

があって行政指導の内容が実現される、つまりマスコミ等によって報道される

ことを視野に入れて行政指導をするということにもなるわけですし、不利益な

取扱い、しかもなかなか争いにくい不利益な取扱いになる場合もありそうな感

じがします。 

 したがって、警告自体はいいとして、警告の公表は、行政手続法の関係でど

う理解したらいいのか。 

確かに独占禁止法第 43 条に必要な事項の公表の規定はあります。しかし、考

えてみると先ほど指摘があったように、警告というのは、違反の疑いの行為が

認められるが、法的措置をとるに足りる証拠はないときにされるものです。証

拠がないときにそういうことになっていいのか。先ほど局長から説明がありま

したように、むしろ正式審査をし、あるいは審判をするということが望ましい

という考え方も成り立つだろうという気もするわけです。 

 ただ、一方で局長の方から説明があった行政効果を考えて、社会一般の消費

者の利益を考えるとそれが必要だということも私は理解できる。運用とも関わ

るのですが、まず先ほどの公表の方法、それから今の行政手続法との関係につ

いて御説明をいただきたいと思います。 

○松山局長 まず１点目にどういう仕方で公表しているかという公表の方法

なのですが、先ほど幾つか取り上げさせていただいたり、18 年度の最近の事件

でもそうなのですが、事件が終了してそれを発表するというときには大抵記者

クラブで記者会見をするという形で説明を行っております。それから、ローカ

ルな事案も多いわけですけれども、例えば農協の事案などでしたら地方のそれ

ぞれの各県の県庁などで御説明をするというような形で記者会見をして資料配

布をして御説明をするということが一般的かと思います。もちろんそれは公表

資料ですから、その発表文については当然公正取引委員会のホームページに載

せて後でどなたでもアクセスできるようにするということかと思っております。 

 ２点目の話は、確かに法的措置を取るのに証拠がないという事案で、諸石さ

んからも審判なりその争う機会がないということをどう評価するかということ

も含めて手続としてどうかということだと思うんですが、これも先ほどの繰り

返しになりますけれども、私どもはそれなりに審査過程で違反の疑いが相当程

度濃厚に認められるような事案に関してのみ行うというふうにかなり例外的な

ものとして運用しているという実態がございます。そういう面で、違反を立証

できないケースはすべて真っ白なんだからという考え方を取れば、それはオー
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ル・オア・ナッシングの議論になってしまうわけで今、警告で取り上げたよう

な事案についてすべて法的措置が取れないのであれば措置をすべきではないと

いうことは御議論としては当然あると思いますけれども、私どもとしては繰り

返しになりますが、迅速に事案の処理をする。あるいは、消費者被害の拡大を

防止する。そのための必要性があるんだというような事案については、やはり

例外的なものとしてもそういう措置を講ずる必要性があるのではないだろうか。 

 その際に、先ほどの諸石委員の方からの御指摘のように、悔し紛れでとにか

く違反が立証できなかったから、この際やっつけてやれというような最後っ屁

みたいな形で公表するようなことは特に考えておりませんで、当然のことなが

ら先ほど来、確かに手続的に事前手続を講じるというのは改正法の施行に合わ

せての問題であるわけではありますが、かなり丁寧に御説明をするということ

は心掛けております。 

 それから、実際に少なくともこの事例で取り上げさせていただいたようなも

のにつきましては、違反の疑いがあるということについて十分認識していただ

いていることが前提になっております。それで、違反の疑いがあるということ

について御認識いただき、理解を求めて公表させていただくんですよというこ

とも含めて、大多数の案件についてはもちろんそういう面では御了解いただい

ているケースも多いと思いますが、中にはいろいろな事案によっては警告公表

について非常に抵抗されることはもちろんあると思います。 

 その場合、では御本人の御了解がなければ一切警告公表はしないということ

でいいのかというと、これもまた言葉はよろしいかどうかあれですけれども、

争い得とか、あるいはいちゃもんをつけて時間稼ぎをする方がいた場合にはな

かなか警告公表できない。特に消費者被害が絡む景品表示法の事案などでは迅

速な処理がかなり求められることもあって、それを事案公表できることによっ

て消費者にそういう問題意識を持っていただく。迅速な処理が必要な事案とい

うものも結構あるわけでありまして、そういうものも考えますと必ずしも御了

解を得なければ公表しないという形を原則にするということは……。 

 もちろん原則的にはそういうふうな運用の努力をしているところではありま

すが、なるべく丁寧な手続を取って御了解をいただいた上で適正手続を確保で

きないだろうかと考えているというような状況です。 

○塩野座長 榧野委員、どうぞ。 

○榧野委員 私は基本的には警告を公表することは賛成です。警告の公表につ

いては我々マスコミの立場がすごくいろいろ問われていることもあって一言述

べたいと思います。まず公正取引委員会に限らず公的機関が行った行動という

んでしょうか、措置というんでしょうか、そういうものはよほどプライバシー

の侵害とか、そういうものがなければ国民に公表するのが原則だと思うんです。
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まずそれが第１です。 

 それから、今回の警告の件で言えば、先ほど神田委員がおっしゃったように、

社会的利益といいましょうか、消費者利益といいましょうか、大多数の人がこ

れを公表することによって恩恵を受けるということであれば当然公表すべきで

あると思います。 

 具体的な例で言えば、資料の５ページに携帯電話会社３社に対する警告があ

ります。このケースは実際に私なども記者会見に行って聞いて社説を書いてよ

くわかっているのでこれを取り上げたいと思うんですけれども、携帯電話とい

う何千万の人が持っている機器は激しい商戦があって、広告には私たちが読ん

でもちょっとおかしいかなという問題があって、一方では公正取引委員会はど

うするんだろうと注目された問題です。これが万が一公表されなかったら、

9,000 万人とか１億人くらいが被害を受けるところだったわけです。紛らわし

い広告で契約をしたら後で、ちょっと違うんじゃないのということになっては

遅いわけです。これは当然公表しない方がおかしいと思います。 

 それで、実際に過程を見ていると、ソフトバンクばかりではなくてＫＤＤＩ

とドコモなども対象になりました。その違反の内容は、ソフトバンクのケース

はここに書いてあるとおり余りにも手法がおかしかったということがあると思

うんです。それ以外にＫＤＤＩとドコモも同じように割引制度の説明などがち

ょっと紛らわしいケースがあったのですが、ソフトバンクほどではないという

ことで、２社は注意でした。 

 ただ、注意でもやはり社会的に影響が大きいということでこれは公表したん

です。この措置に関しては、私は正しかったと思うんです。こういうことを見

ても、やはり警告を公表するというのは必要だということの典型的な例だと思

います。 

 それから、先ほど村田さんが日米構造協議の前は公表するかどうかはっきり

決まっていなかったというのですが、逆に言えばそれまで公表しなかった方が

おかしいということです。アメリカに言われようが、どこに言われようが、公

表したことは正しい決断だったと思います。 

 最後に、こういう公表をされるとマスコミの報道の違いがよくわからなくて、

これは法的措置なのか、行政指導なのかわからないケースがあってということ

をおっしゃっていましたが、それは新聞をよく読んでいただければちゃんとこ

れは行政指導である。今回の携帯電話業者に関する原稿は私が書いたわけでは

ないですけれども、法的措置を伴わない行政指導であるとちゃんと書いてあり

ますので、それを読んでもらう必要があると思います。それで、その自治体の

人たちが勘違いをして指名停止するというのは勉強不足であると判断するしか

ないということだと思います。以上です。 
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○塩野座長 今の辺りは宇賀さんが御専門ですので、情報公開法との関係も含

めてちょっと行政法的に今の議論の感想でも承れればと思います。 

○宇賀委員 行政手続法との関係で言うと行政指導はあくまでも相手方の任

意の協力を求めるものですから、それに従わないことを理由とする不利益な処

分をしてはいけないので、行政指導に従わないことに対する制裁的な効果をね

らった公表は問題があるだろうと思います。 

 ただし、公表の中には情報提供を手段とした公表もあって、こちらの方は相

手方を懲らしめるというよりも、むしろ情報提供することによって社会に利益

を与えることを目的とするもので、先ほど資料の２ページで警告を公表するこ

との意義というものがございましたけれども、その中の２番目のポツですね。

需要者へ情報提供を行うことによって適切な商品選択等の利益を確保するとい

う、これに該当するようないわゆる情報提供型の公表ということであれば、社

名を含めて公表することも許容されると思います。 

 行政機関情報公開法との関係について言いますと、法人等情報については行

政機関情報公開法５条２号でその法人等の競争上の地位その他正当な利益を害

するおそれがある場合については原則不開示となっていますが、他方で公益上

の義務的開示についての規定があって、人の生命、健康、生活または財産を保

護する利益の方が優越する場合には、開示が義務づけられます。これは開示す

ることによって生ずる法人等への不利益と、他方で開示することに伴う利益を

比較衡量して後者の利益の方が大きい場合には、開示を義務づけるということ

になるわけです。ですから、公益上の義務的開示の要件に該当するような場合

であれば、行政機関情報公開法に基づく開示請求に対しても開示が義務づけら

れることになりますので、開示請求を待たずに能動的に情報提供することも問

題ないと思います。 

 したがって、警告を公表することの意義の部分が非常に重要で、私の考えで

はこの２番目に当たるようなものであれば行政機関情報公開法に基づく開示請

求に対しても開示ということになりますし、積極的に情報提供することも認め

られるのですが、この要件に該当するケースかどうかということはやはり慎重

に判断していく必要があるのだろうと思います。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。いろいろ御議論を承りましたが、

警告公表のところは確かに増井委員のおっしゃるように警告と公表は別の問題

でございまして、警告は行政指導であり、公表はむしろ場所的に言うと情報公

開法の話になる。 

 しかし、いずれも透明性を図るということもあります。これは案外当人にと

っても不透明なことがあるんですね。公表した方が当人にとっても透明性があ

るということがありまして、行政指導の一番悪いところなんですけれども、言
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った言わないの話になってそのままで終わります。しかし、それは文章にとど

めておく。そして、更にそれを一般に公表するとなると、行政機関の方もこう

いった行政指導をした、こういう理由でしたということに縛られますので、公

表が全く行政手続法の範囲外だとは私は思いません。公表の中にやはり透明性

という適正手続の要素も入るとは思います。ただ、一応ここは分けて考えると

いうことだと思います。 

 この警告公表の一番の泣きどころは、適切な救済手続があるかどうか。そこ

が一つの行政指導一般に通じる泣きどころではありますが、先ほど申しました

ように行政不服審査法の方でそれは手当てをするということと、あとは行政的

な訴訟法でいろいろな手当てが改正行政事件訴訟法でできているので、武器は

結構あるとも思います。 

 それと同時に、村田委員も社名は除いてそういったものを公表するというこ

とについては特に御異論はなかったと思いますが、ただ、その場合に先行する

行政指導について要件が全くなくていいかどうか。ただ直感でやってみるとい

うことでいいかどうかとなると、既に要件を自分ではお持ちなはずですけれど

も、次の問題としてはこの要件が法律化することになじむかどうかということ

があるんです。行政手続法では行政指導について非常に一般的な要件しか書い

ていないんですけれども、それはいろいろな行政指導がありまして、要件を書

くことはなかなかできない。ところが、独占禁止法の場合には今、既に自分で

要件を書いているものですから、ではそのくらいのことならばできるかなとい

う問題はあろうかと思います。 

 もちろん要件を書くのは非常に難しいことだろうとは思います。法違反の疑

いが相当程度認められるものなんて法律に書けるかと言われると私もしばらく

は考えないといけないと思うんですが、更にあるいは手続についてももう少し

何か書けるかどうかといった努力はしてみる必要があるのではないか。私は個

人的にそう思っているところでございます。 

○角田委員 一言よろしいでしょうか。私は前職で、消費者被害が多数発生し

てきた場合などに、事業者名を公表するかどうかということも仕事としてやっ

てきたのですけれども、一般の消費者に対しては事業者名を公表するかしない

かというのは非常に大きくて、事業者名の付いていない事例だけの公表という

のはあまり注意喚起にならず、実名なしで公表されて新聞に載りますと、多く

の消費者から、あれはどこの業者かという質問だけがくるというような状況に

なるわけです。消費者はどういう事例かというよりもどこの業者かというのを

一つの物差しにするというところがありまして、やはり実名で公表しないと消

費者に対する注意喚起、未然防止・拡大防止という観点からして非常に効果が

薄くなるので、できるだけ手続きなどの要件をきちんとした上で実名で公表す
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ることを続けていくべきであると思います。 

 それから、被害の救済という観点では、例えば景品表示法違反の事案で消費

者が次々に買ってしまった場合に、購入契約を解約するとか、無効になるなど

の手段が担保されていないので、被害が拡大することは消費者の被害がどんど

ん深刻に深くなるという実態があります。そこで迅速性ということが非常に大

事で、できるだけ早く公表するということが消費者被害の防止にとっては非常

に望ましく、警告の公表については実名を含めて続けていってほしいと考えて

おります。 

○塩野座長 わかりました。ただ、業者の被害も考えてくださいと……。 

○角田委員 そうですね。それはもちろんですので、手続はきちんとするとい

ったことが必要であるかと思います。 

○諸石委員 一言だけ申し上げます。全体の議論として、警告というものがあ

っていいとか、公表が必要であるとか、そういうことについては村田委員も私

も多分同じ意見だろうと思います。 

 ただ、非常に限界ケースといたしまして、公正取引委員会は疑いがあると言

い、意見陳述まで真っ向から対立する。疑いがあるのだったら法的措置を取っ

てくれというようなケースで、大抵の場合は身に覚えがあって、警告だったら

喜んで応じましょうというケースが多いだろう。これはおっしゃるとおりだと

思います。 

 ただ、非常に特異な例として、片や疑いがあり、片や真っ向から違うと言う。

それに対して悪いことをしたぞと、こういうようなことを言われて争う余地が

ないというのは非常に残念だという気持ちでございまして、一般的に警告が効

果を上げているとか、公表が必要であるとか、そういう原則論に対して意見を

申しているわけではない。むしろそういう極端なぎりぎりの争いがあって、ど

うしても警告には納得できないという場合には、公正取引委員会が、では法的

措置をとりましょうと言ってもらえばそれで済むわけでして、そこまでの自信

はないけれども、警告はするのだというようなことは余りしない。こういうふ

うにおっしゃっていただくと納得するんですが。 

○松山局長 なかなか難しいとは思うんですが、今おっしゃられているように

ぎりぎりのどうしてもそこは争いたいんだというような御主張があるような事

案について、警告の実施をどうやっているかというのはここに書いてございま

すように、関係人に対して任意の協力による自発的な是正を求めるということ

でありますから、全くその任意の協力はいたしません。あるいは、改善はしな

い。あるいは、その事実についてはどうしても争いたいんだという御主張があ

って、私どもが意見の見解が全く異なった状況で一方的に公表をしてけしから

ぬという制裁的な効果だけねらって行うということで実施しているものではな
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い。あくまでもここに書いてございますように、任意の協力が得られるもの、

自発的な改善の是正指導が期待できるものについて行うことを原則にしている。 

 しかし、では任意の協力がないものについて公表はすべてできないのかとい

うと、先ほど言ったように事案によっては消費者被害などの拡大というような

緊急事案については場合によっては相手方の納得がないケースであっても公表

せざる得ない事案もあり得ると思います。ですけれども、それを決して原則に

するものではないという形で、原則的には繰り返しになりますけれども、任意

の協力によって自発的な是正が求められる事案について行っているということ

で御理解いただければということであります。 

○塩野座長 ありがとうございました。御意見のばらつきはありますけれども、

ある種グルーピングに分けて整理をして議論の対象にすることは可能かと思い

ます。いろいろな角度からの御意見を賜りましてありがとうございました。 

 そこで、今日は続きまして「公共調達における構造的な問題についてどう取

り組むべきか」ということが１つございます。ただ、この点につきましてはこ

の会議の大分前の方でも一度取り上げたことがございまして、ちょうどいろい

ろな事件が起きたときですので、ほかの点よりもこの方が大事だというような

御議論もいろいろあったところでございます。ただ、その後、事態はいよいよ

深刻化してまいりましたので、しかるべきところで今の談合問題等については

それこそ構造的な、単に独占禁止法だけではなくてもっと広い点からこれを考

えていくという方向で今、動いているように聞いております。 

 そこで、時間の関係もございますので、私としてはこれを正面から取り上げ

て公共調達における問題についてこの懇談会は具体的にこういうスキームで取

り組むべきだというところまではどうもなかなかいかないのではないか。ただ、

この問題についての認識は明確に皆さんで共通にしておく必要があるのではな

いか。その点の問題意識については既にいろいろ御議論も承ったところでござ

いますので、そういう方向で取りまとめられればと思っております。多少、皆

様方の議論の土俵を狭めるような発言で座長として心苦しいところではござい

ますけれども、この問題を正面から今から取り組めと言われてもちょっと時間

的な余裕がない。それからまた、別なところでの議論もあるということでござ

います。そういうことでよろしゅうございましょうか。 

 では、諸石委員どうそ。 

○諸石委員 今の座長の取りまとめのとおりだと思っております。公共調達に

ついてこの懇談会がそれを主として取り扱う場でないということはよく承知し

ております。それは皆さん共通認識だろうと思います。 

 ただ、独占禁止法違反となった場合、もともとその８割が官製談合だという

ところから始まり、しかも最近ますます問題が大きくなっている。それも、事



 40

業者の方が積極的に談合をしなくなったので官の方が乗り出して、そのために

天の声方式が主流になってきたんだという解説もございます。したがって、独

占禁止法の問題と公共調達の改善というのは切っても切れない縁があるので、

そういう意味で我々としてそういう問題意識を持っているという声を上げたい。 

具体的に１つだけ申したいのですが、この独占禁止法の世界ではある組織のト

ップなり、末端なり、だれかが違反をした場合に、その組織自体が不利益を受

ける。それが刑事罰であったり、行政罰であったり、民事の損害賠償であった

り、あるいは行政的な不利益であったり、いろいろな不利益を組織自体が受け

るということについては当然の前提とされている。それが官については、民事

の責任を負うことははっきりしている。多分、国や地方公共団体に刑事罰とか

行政罰をかけるわけにはいかない。これもそうだと思います。 

 ただ、もう少し行政的な規律という点からいいますと、例えば発注停止とい

うものは、官製談合をやって公金を無駄に使って、それを主導したような、そ

れについて是正が十分できていないような公共団体なり省庁なりにおいて、公

共事業の発注だとか、補助金だとか、起債だとか、そういう面での事実上の規

律といいますか、そういうものについて、その団体自体に不利益というか、何

らかの抑止策を講ずる必要というのはないのだろうか。 

 しかも、最近の例で見ますと、末端のだれかが価格を漏らしたのではなくて、

トップが推進する。その場合に、知事は辞めれば済むけれども、県民は関係な

いと言えば株主も関係ない。同じ議論でございまして、そこら辺の団体自体へ

の行政的規律というものがもう少し考えられてもいいんじゃないかという意見

を持っておりまして、申し上げさせていただきました。 

○塩野座長 ありがとうございました。ほかにございますか。 

 では、いろいろ御意見もあろうかと思いますけれども、取りまとめに際して

また付加的な御意見があればこの問題についても承ることにしたいと思います。 

○村田委員 最後の「その他」に関して、意見を申し上げたいのですが。 

○塩野座長 ごめんなさい。「その他」がありますか。どうぞ。 

○村田委員 ２点、「その他」として申し上げたいことがございます。 

 １点目は、排除措置命令書の主文の在り方ということと、もう一つは課徴金

に対する消費税の扱いということです。 

 まず１点目ですが、排除措置命令書の中で公正取引委員会は既往の違反行為

に対する排除措置として、「過去、違反行為を取りやめている旨を確認すること

を取締役会において決議しなければならない」と主文で求めることがあります。

しかし、本来、取締役会における決議は、各事業者の業務執行の意思決定であ

りますから、このような排除措置で求める決議というのは、取締役会の決議事

項として会社法上適切なものなのかどうか疑問が残ります。 
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 特に審決案で、一旦、このような主文になっていたケースに対して、排除勧

告の時点ではそのような主文がないのに、審判で争った会社に対してだけ主文

を重くすることはおかしいのではないかと被審人が争った結果、最終の審判審

決では、取締役会決議の表現が削除されたにもかかわらず、審決執行の時点で

は、再度、取締役会決議を求めるというような運用が現実になされていること

は問題があると考えております。さらに、それ以外にも昨今の事例では、主文

の中で従業員の配置転換を命ずるケースや、配置転換を取締役会で決議するこ

とまで命じているケースもございます。排除措置として公正取引委員会が命じ

る内容について、事業者の自治、その専決事項に踏み込むような排除措置命令

の内容については更に慎重にされるべきではないか。一定の歯止めを設ける必

要があるのではないかと考えますので、論点の１つとして取り上げていただき

たくよろしくお願いします。 

 もう一点は、課徴金に対する消費税の取扱いということでして、現在の課徴

金の賦課は、消費税込みの売上金額が対象となっておりまして、これでは消費

税率が将来引き上げられれば自動的に課徴金額が増額される仕組みになるわけ

です。しかし、消費税は企業にとって利得ではないわけで、消費税率の引上げ

によって違反行為抑止のための課徴金の水準を引き上げる必要はないと考えま

すので、消費税を除外した売上金額に対して算定率を掛けるように現在の運用

を変更すべきではないかということで、この点も議論に入れていただきたいと

思いますので、併せてよろしくお願いします。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。今の論点はどこに入れていいか、

消費税に関する事項という１つを起こすわけにもなかなかいかないので、今の

御意見があったことはきちんと記録し、またこれを全体の会議で議論をするか

どうか、御意見としてきちんと記録にとどめるような方向にするか。そこは考

えさせていただきます。以前からの御意見でしたので承りました。どうも忘れ

てしまっていて申し訳ありませんでした。 

 そこで、今日の討論はこれで終わることにいたしまして、本日の会合までで

論点整理に対するパブリックコメント以降、個別の論点につきまして一通り御

議論をいただいたと思います。そこで、前回の会合でも申し上げましたけれど

も、いよいよ議論を集約する時期に至ったと思いますし、また単に時間的な問

題ということだけではなくて議論も集約しないと同じ議論の繰り返しになる可

能性もありますので、そろそろ集約の方向に入りたいと思います。 

 どうしたらいいかということをいろいろ事務局とも相談して考えてきたとこ

ろでございますけれども、こんなやり方はどうでしょうかということを今日お

目にかけたいと思います。それが「Ⅰ 違反抑止のための行政上の金銭的不利

益処分（違反金）と刑事罰の併科、違反金の算定方法について」という紙でご
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ざいます。これはごらんになるとすぐおわかりになりますように、併科方式か

一本化か。それから、違反金の算定方法ということがずっと書いてあります。

これは一つの大きなくくりでございます。 

 それから、次はまだ箱の中を埋めてはおりませんけれども、違反金となり得

る対象行為類型について私的独占を違反金の対象とすべきか、Ａ案、Ｂ案の２

つしか書いてありませんけれども、これは整理でいきますとＣ案もあるかもし

れません。 

 それから、不公正な取引方法に対する措置はどうあるべきかということで、

これもＡ案、Ｂ案またはＣ案があるかもしれません。 

 （２）の不公正な取引方法を刑事罰の対象とすべきかということがひとつの

カテゴリーです。それから、審査審判手続の在り方についてが一つのカテゴリ

ーとしてＡ案、Ｂ案あるいはＣ案という形で皆様方の御意見を徴したいと思っ

ております。 

 それから、もちろん後にちゃんと消費税その他が入りますが、３、４、５、

６というふうに、大体ここで議論した項目ごとにこういう形のもので議論をし

ていったらどうか。 

 どういう議論の仕方をしたらいいかということで一応考えておりますのが、

資料としてお出ししている刑事罰の併科、違反金の算定方法についてのもので、

大体こんなことを次回お目にかけて議論の対象にしたらどうかと思っておりま

す。Ａ案はどういうものであるか、これは併科方式はどういうものであるか。

それで、基本的な考え方と、それから補足説明があります。大体においてここ

の会議で出てきた議論を補足説明で書いているつもりでございます。それは考

え方と、それから次が違反金の水準、算定方法についても同じような形で書い

ているところでございます。 

 次の一本化方式は３ページからでございますけれども、大体同じように考え

方と補足説明というものを対比させて、同じような仕組みでつくっておりまし

て、私の見ているところでは基本的にはここで出た御意見をほぼ漏れなく出し

ていると思っております。 

 最後に、別紙として個別の考慮要素と加減要素についての考え方、これも大

体においてはここでお出しいただいたものをこういうふうに○×◎方式でまと

めてみたものということになります。 

 そこで、もしよろしければ、もちろん補足説明のところにこういう意見もあ

るのではないかという点についても今日お配りいたしますので、場合によって

はメモ等をいただければ、取り上げるべきものはこの補足説明の中に加えると

いうこともございますけれども、そういうことを付け加えた上で次回はＡ案、

Ｂ案のどちらを自分としてはアシストするか、あるいはＣ案もあるではないか
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となれば、それはまた新しい御提案として承りますけれども、併科方式と一本

化方式は割合この２つにぴしっと分かれるように思いますので、こういう枠組

みであるとやはりＡ案の方がいいのではないか。それから、こういう枠組みで

あるとなるともう一遍やってみたら、Ａ案的なことを言っていたけれども、Ｂ

案に鞍替えするということも大歓迎という話がございます。 

 そこで、いろいろ御議論をいただいて、一本にこの場ですっとまとまればそ

れはそれでよろしいかと思いますけれども、多少意見が分かれる場合には、こ

れは後でもう一つ提案をいたしますけれども、原案みたいなものをつくる各グ

ループをつくりたいということを今日お願いしたいと思っているんですが、そ

こで分かれた場合の処理の仕方についても御議論いただくし、あるいは分かれ

たときにはこういうふうに処理をするというやり方をこの場でお伺いすること

も可能です。 

 私としては、我々に与えられたタスクについて真摯に議論をしたということ

はきちんと歴史文書として残しておきたい。後で、実はこういう意見もあった

んだけれども言う機会がなかったとか、そういうことのないように議論は十分

にした上での懇談会の結論という形に持っていければと思います。先ほど申し

ましたように、懇談会の結論がすぐ素直に一本にまとまるか、あるいはかなり

難渋するところも多いかと思いますけれども、それもきちんとした議論の上で

こういうふうになったということであれば、国民の御理解も得られるのではな

いかと思っているわけでございます。 

 こういうことを続けていきたいと思いますが、次回の 16 日には次々回の議論

の対象として２、３くらいのところまでは出していきたいと思っておりますが、

いかがでございましょうか。 

 そこで、今度は議論をまとめるに際して事務局と私だけではいろいろな意味

での情報源が少のうございますので、どういう方にお集まりいただくかについ

てはこれからもう少し考えさせていただきたいと思いますけれども、学識経験

者を中心に独占禁止法の専門の方ということももちろんありますが、何名かの

方にお願いをしてワーキンググループをつくりたいと思っておりますけれども、

いかがでございましょうか。いろいろなやり方があるわけで、この大きなとこ

ろで全部やってしまうというやり方もありますし、ワーキンググループを活用

する場合もありますし、座長一人で自分の意見を書いてしまうというところも

ある。これはいろいろですが、私は基本的には何回も皆さん方にお集まりいた

だきましたので、できるだけ御議論をいただき、ワーキンググループはその議

論を整理する役割というような形に持っていければと思っておりますが、そう

いう方向でワーキンググループをつくることはよろしゅうございますか。 

 それでは、その人選の方は私にお任せいただきたいと思います。どうもあり
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がとうございました。 

 それでは、次回以降の日程について事務局からお願いいたします。 

○別府次長 次回は２月 16 日金曜日でございます。２週間後ということで、

今度は午前９時半から３時間の予定でお願いいたしたいと思います。場所は同

じ内閣府でございますけれども、今度は３階の特別会議室でございますので、

またよろしくお願いいたします。以上です。 

○増井委員 今のお話に少し関連するんですけれども、パブリックコメントの

「数」の問題、つまりどの意見がどれぐらいあったかを明らかにして頂きたい。

最後のツメに入るところですので、事務局名でやったとは思いますが、やはり

委員がパブリックコメントの「数」を知らないというのは私はいかがかと考え

ます。 

 この段階になると、皆さん、ある程度お考えもお持ちでしょうし、検討も経

た上ですので、次回の前に「数」は明らかにしても、それに引きずられるよう

なことはないだろうと思います。むしろ参考にはすべきものだと思います。 

○塩野座長 その点は一時、村田さんから御要望がありまして、私はそれは困

りますというふうにお答えをしたんです。 

 パブリックコメントはアンケート調査ではございませんので、こういう人か

ら何票あったとか、そういうことではなくて、情報を提供してくださいという

ことが主要な目的でございます。たまたまこういう意見が多かったということ

は一つの情報ではあると思います。ただ、その情報も、その意見が多かったか

らどうかという取扱いをされては大変困るんです。私が常々申し上げているの

は、パブコメというのはアンケート調査ではない。一つでもいいからきらりと

した意見があればそれはいただくということで、事実それをいただいたことが

ございます。 

 ただ、増井委員の御要望もございますし、それも情報公開ですからそれをお

出しすることは結構でございますけれども、議論の中でこの意見が多かったか

らと言われると、私としても処理に困るんです。そこは情報の取扱いは御注意

いただきたいと思います。 

 それでは、どうもありがとうございました。 

（了） 

 


